
JP 2015-506906 A 2015.3.5

(57)【要約】
　本発明は、(a)連続相、(b)成分(c)とは異なる、連続相中の少なくとも1つの分散相、(c
)水不溶性粒子、(d)少なくとも1種の水溶性塩、及び(e)少なくとも1種のアルカリ剤を含
む、エマルジョンの形態の化粧料組成物であって、(d)及び(e)が別個の化合物であり、任
意選択で、少なくとも1種の界面活性剤を、組成物の総重量に対して1重量％以下の量で含
む、化粧料組成物に関する。本発明による化粧料組成物は、化粧料組成物がより少量の界
面活性剤を含む場合でも、優れた効果をもち得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　(a)連続相、
　(b)成分(c)とは異なる、連続相中の少なくとも1つの分散相、
　(c)水不溶性粒子、
　(d)少なくとも1種の水溶性塩、及び
　(e)少なくとも1種のアルカリ剤、
を含む、分散液の形態の化粧料組成物であって、
　(d)及び(e)が別個の化合物であり、
　任意選択で、少なくとも1種の界面活性剤を、組成物の総重量に対して1重量％以下の量
で含む、化粧料組成物。
【請求項２】
　連続相が水を含み、分散相が少なくとも1種の脂肪物質を含む、請求項1に記載の化粧料
組成物。
【請求項３】
　脂肪物質が、室温及び大気圧下で液体の形態である、請求項2に記載の化粧料組成物。
【請求項４】
　脂肪物質が、動物由来又は植物由来の油、合成グリセリド、動物油又は植物油及び合成
グリセリド以外の脂肪エステル、脂肪族アルコール、脂肪酸、シリコーン油、並びに脂肪
族炭化水素からなる群から選択される、請求項2又は3に記載の化粧料組成物。
【請求項５】
　脂肪物質が、脂肪族炭化水素及び液状の脂肪族アルコールから、好ましくは脂肪族炭化
水素から選ばれ、特に鉱油である、請求項2から4のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項６】
　脂肪物質の量が、組成物の総重量に対して、50重量%以下、特に40重量%以下、より好ま
しくは30重量%以下、より一層好ましくは20重量%以下である、請求項2から5のいずれか一
項に記載の化粧料組成物。
【請求項７】
　水溶性塩が、水溶性無機塩から、好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩、メタケイ酸
塩、炭酸塩、炭酸水素塩、リン酸塩、硫酸塩、アンモニウムのハロゲン化物、アルカリ金
属のハロゲン化物、及びこれらの混合物から選択される、請求項1から6のいずれか一項に
記載の化粧料組成物。
【請求項８】
　水溶性塩が、水溶性アルカリ塩から、好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩、メタケ
イ酸塩、及びこれらの混合物から選択される、請求項7に記載の化粧料組成物。
【請求項９】
　水溶性塩の量が、組成物の総重量に対して、0.01～50重量%、好ましくは0.1～40重量%
、より好ましくは0.5～30重量%である、請求項1から8のいずれか一項に記載の化粧料組成
物。
【請求項１０】
　水不溶性粒子が、少なくとも1種の無機材料を含む、請求項1から9のいずれか一項に記
載の化粧料組成物。
【請求項１１】
　水不溶性粒子が、金属酸化物、好ましくは、アルミニウム又は遷移金属酸化物、及び酸
化ケイ素、任意選択で表面処理されているこれらの化合物、並びにこれらの混合物から選
択される、請求項1から10のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項１２】
　水不溶性粒子が、少なくとも1種の疎水性被膜を有する、請求項1から11のいずれか一項
に記載の化粧料組成物。
【請求項１３】
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　水不溶性粒子の量が、組成物の総重量に対して、0.01～30重量%、好ましくは0.1～20重
量%、より好ましくは0.5～10重量%である、請求項1から12のいずれか一項に記載の化粧料
組成物。
【請求項１４】
　アルカリ剤が、無機化合物、例えば、アンモニア、アルカリ金属水酸化物、アルカリ土
類金属水酸化物、アルカリ金属炭酸(水素)塩、アルカリ土類金属炭酸(水素)塩、及びアル
カリ金属(メタ)ケイ酸塩、並びにこれらの混合物から選ばれる、請求項1から13のいずれ
か一項に記載の化粧料組成物。
【請求項１５】
　アルカリ剤が水溶性塩ではない、請求項1から14のいずれか一項に記載の化粧料組成物
。
【請求項１６】
　アルカリ剤が、モノアミン及びその誘導体;ジアミン及びその誘導体;ポリアミン及びそ
の誘導体;アミノ酸及びその誘導体;アミノ酸及びその誘導体のオリゴマー;アミノ酸及び
その誘導体のポリマー;尿素及びその誘導体;並びにグアニジン及びその誘導体;並びにこ
れらの混合物等の有機アルカリ剤、好ましくは不揮発性有機アルカリ剤から選ばれる、請
求項1から13及び15のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項１７】
　アルカリ剤が不揮発性剤である、請求項1から13のいずれか一項に記載の化粧料組成物
。
【請求項１８】
　アルカリ剤が、アルカノールアミンから選択され、好ましくはモノエタノールアミンで
ある、請求項1から17のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項１９】
　アルカリ剤の量が、組成物の総重量に対して、0.01～15重量%、好ましくは0.1～10重量
%、より好ましくは1～5重量%である、請求項1から18のいずれか一項に記載の化粧料組成
物。
【請求項２０】
　少なくとも1種の増粘剤を更に含む、請求項1から19のいずれか一項に記載の化粧料組成
物。
【請求項２１】
　少なくとも1種の酸化染料及び/又は少なくとも1種の直接染料を更に含む、請求項1から
20のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項２２】
　分散液がピッケリングエマルジョンであり、好ましくは水性連続相を伴う、請求項1か
ら21のいずれか一項に記載の化粧料組成物。
【請求項２３】
　請求項1から20のいずれか一項に記載の組成物が、酸化剤、好ましくは過酸化水素の存
在下で、ヒトケラチン繊維に塗布される、ヒトケラチン繊維の色を薄くする又は脱色する
方法。
【請求項２４】
　請求項21に記載の組成物が、酸化剤、好ましくは過酸化水素の存在下で、ヒトケラチン
繊維に塗布される、ヒトケラチン繊維を染色する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に毛髪等のヒトケラチン繊維を脱色又は着色するための、分散液の形態の
化粧料組成物、及び、特にヒトケラチン繊維を脱色又は着色するためのヒトケラチン繊維
の処理方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　毛髪等のヒトケラチン繊維を脱色又は染色するための化粧料組成物においては、アルカ
リ剤が、過酸化水素とともに、毛髪の脱色を実現するための重要な材料である。長期にわ
たり、アンモニアがアルカリ剤として使用されてきた。
【０００３】
　毛髪を脱色又は着色するための製品の性能を更に高めることに加えて、かかる製品の消
費者は、製品の使用品質にますます敏感になっている。使用品質の観点からは、例えば、
従来の毛髪用の脱色又は染色製品等にアルカリ剤として通常含有されているアンモニアか
らの悪臭は、重大な欠点とみなされることがある。
【０００４】
　アンモニアの刺激性の悪臭に関して発生する問題を低減するため、化粧料組成物中のこ
のアルカリ剤を、モノエタノールアミン等の他のもので、全部又は一部置換することが提
案されてきた。しかし、この変更の結果、組成物の脱色又は着色の効率は下がっている。
【０００５】
　更に、通常の染色又は脱色組成物は、物理的安定性を保証するために界面活性剤/乳化
剤を含むエマルジョンの形態である。
【０００６】
　しかし、乳化剤は、皮膚への刺激及び好ましくない手触り感覚(例えば乾いた感覚)等の
潜在的な問題を有する場合がある。場合により、乳化剤は、組成物の効率の低下、例えば
染料の取り込みの減少等の原因となる恐れがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】仏国特許第2679771号
【特許文献２】欧州特許第1184426号
【特許文献３】米国特許第4578266号
【特許文献４】米国特許第2,528,378号
【特許文献５】米国特許第2,781,354号
【特許文献６】米国特許第4,874,554号
【特許文献７】米国特許第4,137,180号
【特許文献８】独国特許第19625810号
【特許文献９】EP-0216479
【特許文献１０】米国特許第3,915,921号
【特許文献１１】米国特許第4,509,949号
【特許文献１２】GB1,026,978
【特許文献１３】GB1,153,196
【特許文献１４】特許DE2359399
【特許文献１５】特許JP88-169571
【特許文献１６】特許JP91-10659
【特許文献１７】特許出願WO96/15765
【特許文献１８】特許出願FR-A-2750048
【特許文献１９】特許DE3843892
【特許文献２０】特許DE4133957
【特許文献２１】特許出願WO94/08969
【特許文献２２】特許出願WO94/08970
【特許文献２３】特許出願FR-A-2733749
【特許文献２４】特許出願DE19543988
【特許文献２５】米国特許第3,709,437号(Wright)
【特許文献２６】米国特許第3,937,364号(Wright)
【特許文献２７】米国特許第4,022,351号(Wright)
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【特許文献２８】米国特許第4,147,306号(Bennett)
【特許文献２９】米国特許第4,184,615号(Wright)
【特許文献３０】米国特許第4,598,862号(Rice)
【特許文献３１】米国特許第4,615,467号(Groganら)
【特許文献３２】米国特許第5,364,031号(Taniguchiら)
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】J. Chem. Soc. 1907頁、2001年9月
【非特許文献２】Ullmann's encyclopedia
【非特許文献３】CTFA辞典、第9版、2002年
【非特許文献４】CTFA辞典、第3版、1982年
【非特許文献５】CTFA辞典、第5版、1993年
【非特許文献６】CTFA 1997年
【非特許文献７】「Handbook of Surfactants」M.R.Porter著、Blackie & Son出版社(グ
ラスゴー及びロンドン)、1991年、116～178頁
【非特許文献８】「The HLB system. A time-saving guide to emulsifier selection」(
ICI Americas Inc.社発行、1984年)
【非特許文献９】G.Fonnum、J.Bakke及びFk.Hansen著の論文--Colloid Polym. Sci 271号
、380～389頁(1993年)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、特に毛髪等のヒトケラチン繊維を脱色又は染色するための、分散液の
形態の化粧料組成物であって、当該化粧料組成物が少量の界面活性剤を含む場合でも、脱
色能力等の美容効果をより高いものとすることができる化粧料組成物を提供することであ
る。
【００１０】
　本発明の別の目的は、特に毛髪等のヒトケラチン繊維を脱色又は染色するための分散液
の形態の化粧料組成物であって、脂肪物質を含み、従来の界面活性剤を全く伴わず又は従
来の界面活性剤を少量しか伴わずに、従来の界面活性剤の存在が原因で起こる皮膚への刺
激及び好ましくない手触り感覚等の不利点をいずれも回避又は低減することができる化粧
料組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の本発明の目的は、
　(a)連続相、
　(b)成分(c)とは異なる、連続相中の少なくとも1つの分散相、
　(c)水不溶性粒子、
　(d)少なくとも1種の水溶性塩、及び
　(e)少なくとも1種のアルカリ剤、
を含む、分散液の形態の化粧料組成物であって、
　(d)及び(e)が別個の化合物であり、
　任意選択で、少なくとも1種の界面活性剤を、組成物の総重量に対して1重量％以下の量
で含む、化粧料組成物によって達成することができる。
【００１２】
　連続相は水を含み、分散相は少なくとも1種の脂肪物質を含むことが好ましい。
【００１３】
　脂肪物質は、室温及び大気圧下で液体の形態であることが好ましい。
【００１４】
　脂肪物質は、動物由来又は植物由来の油、合成グリセリド、動物油又は植物油及び合成
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グリセリド以外の脂肪エステル、脂肪族アルコール、脂肪酸、シリコーン油、並びに脂肪
族炭化水素からなる群から選択されることが好ましい。
【００１５】
　脂肪物質は、脂肪族炭化水素及び液状の脂肪族アルコールから、好ましくは脂肪族炭化
水素から選ばれることがより好ましい。特に、脂肪物質は鉱油とすることができる。
【００１６】
　化粧料組成物中の脂肪物質の量は、組成物の総重量に対して、50重量%以下、特に40重
量%以下、より好ましくは30重量%以下、より一層好ましくは20重量%以下とすることがで
きる。
【００１７】
　水溶性塩は、水溶性無機塩から、好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩、メタケイ酸
塩、炭酸塩、炭酸水素塩、リン酸塩、硫酸塩、アンモニウムのハロゲン化物、アルカリ金
属のハロゲン化物、及びこれらの混合物から選択されることが好ましい。
【００１８】
　水溶性塩は、水溶性アルカリ塩から、より一層好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩
、メタケイ酸塩、及びこれらの混合物から選択されることがより好ましい。
【００１９】
　化粧料組成物中の水溶性塩の量は、組成物の総重量に対して、0.01～50重量%、好まし
くは0.1～40重量%、より好ましくは0.5～30重量%とすることができる。
【００２０】
　水不溶性粒子は、少なくとも1種の無機材料を含むことが好ましい。
【００２１】
　無機材料は、金属酸化物、より好ましくは、アルミニウム又は遷移金属酸化物、及び酸
化ケイ素、任意選択で表面処理されているこれらの化合物、並びにこれらの混合物から選
択されることが好ましい。
【００２２】
　水不溶性粒子は、少なくとも1種の疎水性被膜を有していてもよい。
【００２３】
　化粧料組成物中の水不溶性粒子の量は、組成物の総重量に対して、0.01～30重量%、好
ましくは0.1～20重量%、より好ましくは0.5～10重量%とすることができる。
【００２４】
　アルカリ剤は、無機化合物、例えば、アンモニア、アルカリ金属水酸化物、アルカリ土
類金属水酸化物、アルカリ金属炭酸(水素)塩、アルカリ土類金属炭酸(水素)塩、及びアル
カリ金属(メタ)ケイ酸塩、並びにこれらの混合物から選ぶことができる。
【００２５】
　アルカリ剤は水溶性塩でなくてもよい。
【００２６】
　アルカリ剤は、モノアミン及びその誘導体;ジアミン及びその誘導体;ポリアミン及びそ
の誘導体;アミノ酸及びその誘導体;アミノ酸及びその誘導体のオリゴマー;アミノ酸及び
その誘導体のポリマー;尿素及びその誘導体;並びにグアニジン及びその誘導体;並びにこ
れらの混合物等の有機アルカリ剤、好ましくは不揮発性有機アルカリ剤から選ぶことがで
きる。
【００２７】
　アルカリ剤は、不揮発性剤とすることができる。
【００２８】
　アルカリ剤は、アルカノールアミンから選択することができ、好ましくはモノエタノー
ルアミンであってよい。
【００２９】
　アルカリ剤の量は、組成物の総重量に対して、0.01～15重量%、好ましくは0.1～10重量
%、より好ましくは1～5重量%とすることができる。
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【００３０】
　本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種の増粘剤を更に含んでもよい。
【００３１】
　本発明は、特にヒトケラチン繊維を染色又は脱色するためのヒトケラチン繊維の処理方
法であって、本発明による組成物を、一般に、酸化剤、好ましくは過酸化水素と混合した
後にヒトケラチン繊維に塗布する方法にも関する。
【００３２】
　本発明は、分散相、連続相、水不溶性粒子、水溶性塩及びアルカリ剤を混合する、本発
明による化粧料組成物の調製方法にも関する。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　ピッケリング（Pickering）は、粉末粒子で安定化させた組成物について報告した(J. C
hem. Soc. 1907頁、2001年9月)。これ以来、粉末粒子によって安定化され、乳化剤を全く
又は少量のみしか含有しないピッケリングエマルジョンと呼ばれる分散液が幾つか提案さ
れている。
【００３４】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、ピッケリングエマルジョンを基にした新規な化粧料組
成物が、好ましくは毛髪等のヒトケラチン繊維を脱色又は着色するための化粧品に使用す
ることが好適であり得ることを発見した。
【００３５】
　本発明による化粧料組成物は、化粧料組成物がより少量の界面活性剤を含む場合でも、
優れた効果をもち得る。例えば、本発明による化粧料組成物を顕色剤と一緒に使用するこ
とにより、化粧料組成物が、脂肪物質を、例えば組成物の総重量に対して40重量%未満の
量で含む場合でも、高い脱色効率を得ることができる。
【００３６】
　更に、本発明による化粧料組成物は、界面活性剤を含まない又は界面活性剤を少量しか
含まなくてもよいため、界面活性剤が原因で起こる皮膚への刺激及び好ましくない手触り
感覚等の不利点をいずれも回避又は低減することができる。
【００３７】
　以下に、本発明による化粧料組成物を、更に詳細に説明する。
【００３８】
(1)分散液の形態
　本発明による化粧料組成物は、連続相及び分散相を含む。したがって、分散相が水相の
場合、連続相は油相とすることができ、これはW/Oエマルジョンと同等物である。一方、
分散相が油相の場合、連続相は水相とすることができ、これはO/Wエマルジョンと同等物
である。本発明による化粧料組成物は、O/Wエマルジョンの同等物の形態であることが好
ましい。この好ましい実施形態では、通常、連続相は水を含み、分散相は少なくとも1種
の脂肪物質を含む。
【００３９】
(2)脂肪物質
　「脂肪物質」という用語は、常温(25℃)及び大気圧(760mmHg)において水に不溶性(溶解
度が5重量％未満、好ましくは1重量％未満、より一層好ましくは0.1重量％未満)である有
機化合物を意味する。脂肪物質は、その構造の中に、連続した少なくとも2個のシロキサ
ン基、又は少なくとも6個の炭素原子を含有する少なくとも1つの炭化水素系鎖を含有する
ことができる。更に、脂肪物質は、同じ温度及び圧力条件下で、有機溶媒、例えば、クロ
ロホルム、エタノール、ベンゼン又はデカメチルシクロペンタシロキサンに可溶性であっ
てもよい。
【００４０】
　本発明の範囲では、脂肪物質は、C2～C3オキシアルキレン単位も、グリセロール化単位
も、一切含まないことに留意すべきである。
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【００４１】
　本発明によれば、2種以上の脂肪物質を組み合わせて使用することができる。このため
、単一の種類の脂肪物質、又は異なる種類の脂肪物質の組合せを使用することができる。
【００４２】
　脂肪物質は、液体又は固体の形態とすることができる。ここで、「液体」及び「固体」
とは、脂肪物質がそれぞれ、室温(25℃)において大気圧(760mmHg又は105Pa)下で、液体若
しくはペースト(非固体)又は固体の形態であることを意味する。脂肪物質は、室温及び大
気圧下で、液体又はペーストの形態、より好ましくは液体の形態であることが好ましい。
【００４３】
　脂肪物質は、動物由来又は植物由来の油、鉱油、合成グリセリド、動物油又は植物油及
び合成グリセリド以外の脂肪エステル、脂肪族アルコール、脂肪酸、シリコーン油、並び
に脂肪族炭化水素からなる群から選択することができる。これらの脂肪物質は、揮発性で
も不揮発性でもよい。好ましくは、脂肪物質は、脂肪族炭化水素、植物油、脂肪族アルコ
ール、動物油若しくは植物油及び合成グリセリド以外の脂肪エステル、又はこれらの混合
物から、より好ましくは脂肪族炭化水素から選択される。
【００４４】
　脂肪族炭化水素の例として、例えば直鎖状又は分枝状炭化水素、例えば、鉱油(例えば
流動パラフィン)、パラフィン、ワセリン又はペトロラタム、ナフタレン等;水添ポリイソ
ブテン、イソエイコサン、ポリデセン、パールリーム等の水添ポリイソブテン、及びデセ
ン/ブテンコポリマー;並びにこれらの混合物を挙げることができる。
【００４５】
　他の脂肪族炭化水素の例として、直鎖状若しくは分枝状又は場合により環状のC6～C16
低級アルカンを挙げることもできる。挙げることができる例には、ヘキサン、ウンデカン
、ドデカン、トリデカン、並びにイソパラフィン、例えばイソヘキサデカン及びイソデカ
ンが含まれる。
【００４６】
　合成グリセリドの例として、例えば、カプリル酸/カプリン酸トリグリセリド、例えば
、Stearinerie Dubois社により販売されているもの、又はDynamit Nobel社によりMiglyol
(登録商標)810、812及び818の名称で販売されているものを挙げることができる。
【００４７】
　シリコーン油の例として、例えば、ジメチルポリシロキサン、メチルフェニルポリシロ
キサン、メチルヒドロゲンポリシロキサン等の直鎖状オルガノポリシロキサン;オクタメ
チルシクロテトラシロキサン、デカメチルシクロペンタシロキサン、ドデカメチルシクロ
ヘキサシロキサン等の環状オルガノポリシロキサン;及びこれらの混合物を挙げることが
できる。
【００４８】
　植物油の例として、例えば、亜麻仁油、ツバキ油、マカデミアナッツ油、ヒマワリ油、
アンズ油、ダイズ油、アララ(arara)油、ヘーゼルナッツ油、トウモロコシ油、ミンク油
、オリーブ油、アボカド油、サザンカ油、ヒマシ油、サフラワー油、ホホバ油、ヒマワリ
油、アーモンド油、ブドウ種子油、ゴマ油、ダイズ油、ピーナッツ油、及びこれらの混合
物を挙げることができる。
【００４９】
　動物油の例として、例えば、スクワレン、ペルヒドロスクワレン及びスクワランを挙げ
ることができる。
【００５０】
　有利なことには、上記の動物油又は植物油及び合成グリセリドとは異なる、脂肪酸及び
/又は脂肪族アルコールのエステルの例として、飽和又は不飽和で直鎖状又は分枝状のC1
～C26脂肪族の一酸又は多酸のエステル、及び飽和又は不飽和で直鎖状又は分枝状のC1～C

26脂肪族の一価アルコール又は多価アルコールのエステルを特に挙げることができ、エス
テルの総炭素数は10以上である。
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【００５１】
　モノエステルの中では、以下を挙げることができる。ベヘン酸ジヒドロアビエチル、ベ
ヘン酸オクチルドデシル、ベヘン酸イソセチル、乳酸セチル、乳酸C12～C15アルキル、乳
酸イソステアリル、乳酸ラウリル、乳酸リノレイル、乳酸オレイル、オクタン酸(イソ)ス
テアリル、オクタン酸イソセチル、オクタン酸オクチル、オクタン酸セチル、オレイン酸
デシル、イソステアリン酸イソセチル、ラウリン酸イソセチル、ステアリン酸イソセチル
、オクタン酸イソデシル、オレイン酸イソデシル、イソノナン酸イソノニル、パルミチン
酸イソステアリル、リシノール酸メチルアセチル、ステアリン酸ミリスチル、イソノナン
酸オクチル、イソノナン酸2-エチルヘキシル、パルミチン酸オクチル、ペラルゴン酸オク
チル、ステアリン酸オクチル、エルカ酸オクチルドデシル、エルカ酸オレイル、パルミチ
ン酸エチル及びパルミチン酸イソプロピル、パルミチン酸2-エチルヘキシル、パルミチン
酸2-オクチルデシル、ミリスチン酸アルキル、例えば、ミリスチン酸イソプロピル、ミリ
スチン酸ブチル、ミリスチン酸セチル、ミリスチン酸2-オクチルドデシル、ミリスチン酸
ミリスチル又はミリスチン酸ステアリル等、ステアリン酸ヘキシル、ステアリン酸ブチル
、ステアリン酸イソブチル、リンゴ酸ジオクチル、ラウリン酸ヘキシル並びにラウリン酸
2-ヘキシルデシル。
【００５２】
　更に、これの変形形態に関して、C4～C22ジカルボン酸又はトリカルボン酸とC1～C22ア
ルコールとのエステル、及びモノ-、ジ-又はトリカルボン酸とC2～C26ジ-、トリ-、テト
ラ-又はペンタヒドロキシアルコールとのエステルも使用することができる。
【００５３】
　特に、次のものを挙げることができる。セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジイソプロピ
ル、アジピン酸ジイソプロピル、アジピン酸ジ-n-プロピル、アジピン酸ジオクチル、ア
ジピン酸ジイソステアリル、マレイン酸ジオクチル、ウンデシレン酸グリセリル、ステア
ロイルオキシステアリン酸オクチルドデシル、モノリシノール酸ペンタエリスリチル、テ
トライソノナン酸ペンタエリスリチル、テトラペラルゴン酸ペンタエリスリチル、テトラ
イソステアリン酸ペンタエリスリチル、テトラオクタン酸ペンタエリスリチル、ジカプリ
ル酸プロピレングリコール、ジカプリン酸プロピレングリコール、エルカ酸トリデシル、
クエン酸トリイソプロピル、クエン酸トリイソステアリル、三乳酸グリセリル、トリオク
タン酸グリセリル、クエン酸トリオクチルドデシル、クエン酸トリオレイル、ジオクタン
酸プロピレングリコール、ジヘプタン酸ネオペンチルグリコール、ジイソノナン酸ジエチ
レングリコール、及びジステアリン酸ポリエチレングリコール。
【００５４】
　上記のエステルの中で、以下を使用することが好ましい。パルミチン酸エチル、パルミ
チン酸イソプロピル、パルミチン酸ミリスチル、パルミチン酸セチル又はパルミチン酸ス
テアリル、パルミチン酸2-エチルヘキシル、パルミチン酸2-オクチルデシル、ミリスチン
酸アルキル、例えば、ミリスチン酸イソプロピル、ミリスチン酸ブチル、ミリスチン酸セ
チル若しくはミリスチン酸2-オクチルドデシル等、ステアリン酸ヘキシル、ステアリン酸
ブチル若しくはステアリン酸イソブチル、リンゴ酸ジオクチル、ラウリン酸ヘキシル、ラ
ウリン酸2-ヘキシルデシル、イソノナン酸イソノニル又はオクタン酸セチル。
【００５５】
　組成物は、脂肪エステルとして、C6～C30、好ましくはC12～C22の脂肪酸の糖エステル
及びジエステルを含むこともできる。「糖」という用語は、アルデヒド又はケトン官能基
の有無にかかわらず、数個のアルコール官能基を含有し、少なくとも4個の炭素原子を含
有する、酸素含有の炭化水素系化合物を意味することが想起される。これらの糖は、単糖
、オリゴ糖又は多糖とすることができる。
【００５６】
　挙げることができる好適な糖の例には、スクロース(又はサッカロース)、グルコース、
ガラクトース、リボース、フルクトース、マルトース、マンノース、アラビノース、キシ
ロース及びラクトース、並びにこれらの誘導体、特に、メチル誘導体等のアルキル誘導体
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、例えばメチルグルコースが含まれる。
【００５７】
　脂肪酸の糖エステルは、前述の糖と、直鎖状若しくは分枝状で飽和若しくは不飽和のC6
～C30、好ましくはC12～C22の脂肪酸とのエステル又はエステル混合物を含む群から特に
選ぶことができる。脂肪酸が不飽和の場合、これらの化合物は1～3個の共役又は非共役の
炭素-炭素二重結合を含むことができる。
【００５８】
　この変形形態によるエステルは、モノ-、ジ-、トリ-、テトラエステル及びポリエステ
ル、並びにこれらの混合物から選ぶこともできる。
【００５９】
　これらのエステルは、例えば、オレイン酸エステル、ラウリン酸エステル、パルミチン
酸エステル、ミリスチン酸エステル、ベヘン酸エステル、ヤシ脂肪酸エステル、ステアリ
ン酸エステル、リノール酸エステル、リノレン酸エステル、カプリン酸エステル及びアラ
キドン酸エステル、又はこれらの混合物、例えば、特に、オレオ-パルミチン酸、オレオ-
ステアリン酸及びパルミト-ステアリン酸混合エステルから選択することができる。
【００６０】
　モノエステル及びジエステル、特に、スクロース、グルコース又はメチルグルコースの
モノ-又はジオレイン酸エステル、ステアリン酸エステル、ベヘン酸エステル、オレオパ
ルミチン酸エステル、リノール酸エステル、リノレン酸エステル及びオレオステアリン酸
エステルを使用することが更に特に好ましい。
【００６１】
　挙げることができる例は、Amerchol社によりGlucate(登録商標)DOの名称で販売されて
いる製品であり、これはジオレイン酸メチルグルコースである。
【００６２】
　また、挙げることができる糖と脂肪酸とのエステル又はエステル混合物の例には、以下
が含まれる。
- Croda Inc.社によりCrodesta F160、F140、F110、F90、F70及びSL40の名称で販売され
ている製品で、それぞれ、モノエステル73%並びにジエステル及びトリエステル27%から、
モノエステル61%並びにジエステル、トリエステル及びテトラエステル39%から、モノエス
テル52%並びにジエステル、トリエステル及びテトラエステル48%から、モノエステル45%
並びにジエステル、トリエステル及びテトラエステル55%から、モノエステル39%並びにジ
エステル、トリエステル及びテトラエステル61%から形成されたパルミトステアリン酸ス
クロース、並びにモノラウリン酸スクロースを示すもの、
- 例えば、参照番号B370で、モノエステル20%及びジ-、トリ-、ポリエステル80%から形成
されたベヘン酸スクロースに相当する、Ryoto Sugar Estersの名称で販売されている製品
、
- Goldschmidt社によりTegosoft(登録商標)PSEの名称で販売されているモノ-ジパルミト-
ステアリン酸スクロース。
【００６３】
　脂肪物質は少なくとも1種の脂肪酸とすることができ、2種以上の脂肪酸を使用すること
ができる。脂肪酸は、酸性形態(即ち、石けんになるのを回避するため、塩の形態でない)
とするべきであり、飽和でも不飽和でもよく、6～30個の炭素原子、特に9～30個の炭素原
子を含有し、任意選択で、特に1個又は複数個のヒドロキシル基(特に1～4個)で置換され
ている。脂肪酸が不飽和の場合、この化合物は1～3個の共役又は非共役の炭素-炭素二重
結合を含むことができる。脂肪酸は、より特定すれば、ミリスチン酸、パルミチン酸、ス
テアリン酸、ベヘニン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸及びイソステアリン酸か
ら選ばれる。好ましくは、脂肪物質は脂肪酸ではない。
【００６４】
　脂肪物質は少なくとも1種の脂肪族アルコールとすることができ、2種以上の脂肪族アル
コールを使用することができる。
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【００６５】
　「脂肪族アルコール」という用語は、本明細書では、任意の飽和又は不飽和で直鎖状又
は分枝状のC8～C30脂肪族アルコールを意味し、任意選択で、特に1個又は複数個のヒドロ
キシル基(特に1～4個)で置換されているものである。脂肪族アルコールが不飽和の場合、
この化合物は1～3個の共役又は非共役の炭素-炭素二重結合を含むことができる。
【００６６】
　C8～C30脂肪族アルコールの中でも、例えば、C12～C22脂肪族アルコールを使用するこ
とができる。これらのうち、ラウリルアルコール、セチルアルコール、ステアリルアルコ
ール、イソステアリルアルコール、オレイルアルコール、ベヘニルアルコール、リノレイ
ルアルコール、ウンデシレニルアルコール、パルミトレイルアルコール、リノレニルアル
コール、ミリスチルアルコール、アラキドニルアルコール及びエルシルアルコール並びに
これらの混合物を挙げることができる。一実施形態では、セチルアルコール、ステアリル
アルコール又はこれらの混合物(例えばセテアリルアルコール)、及びミリスチルアルコー
ルを、固体状の脂肪物質として使用することができる。別の実施形態では、イソステアリ
ルアルコールを、液状の脂肪物質として使用することができる。
【００６７】
　脂肪物質はロウとすることができる。本明細書において「ロウ」とは、脂肪物質が室温
(25℃)において大気圧(760mmHg)下で実質的に固体の形態であり、一般に35℃以上の融点
を有するものを意味する。ロウ状脂肪物質として、一般に化粧品に使用されるロウを、単
独で、又は組み合わせて使用することができる。
【００６８】
　例えば、ロウは、カルナウバロウ、マイクロクリスタリンワックス、オゾケライト、水
添ホホバ油、New Phase Technologies社により「Performalene 400 Polyethylene」の名
称で販売されているワックス等のポリエチレンワックス、シリコーンワックス、例えば、
Goldschmidt社により「Abil Wax 9810」の名称で販売されている製品等のポリ(C24～C28)
アルキルメチルジメチルシロキサン、パーム脂、Koster Keunen社により「Kester Wax K8
2H」の名称で販売されているステアリン酸C20～C40アルキル、安息香酸ステアリル、セラ
ックロウ及びこれらの混合物から選ぶことができる。例えば、カルナウバロウ、キャンデ
リラロウ、オゾケライト、水添ホホバ油及びポリエチレンワックスから選ばれるロウを使
用することができる。少なくとも一実施形態では、ロウは、好ましくは、キャンデリラロ
ウ及びオゾケライト並びにこれらの混合物から選ばれる。
【００６９】
　脂肪物質として、液状の脂肪族炭化水素及び液状の脂肪族アルコールが好ましい。特に
、脂肪物質は脂肪族炭化水素から選択することができ、鉱油が好ましい。
【００７０】
　脂肪物質の量は以下に限定されないが、組成物の総重量に対して、50重量%以下、特に4
0重量%以下、より好ましくは30重量%以下、より一層好ましくは20重量%以下とすることが
できる。
【００７１】
　脂肪物質の量は、組成物の総重量に対して40重量%以下であることが好ましく、より好
ましくは25重量%以下である。
【００７２】
(3)水不溶性粒子
　本発明による化粧料組成物は、上記の脂肪物質等の成分(b)とは異なる水不溶性粒子を
含む。本発明の目的では、「水不溶性粒子」という用語は、25℃の水への溶解度が粒子の
総重量に対して1重量％未満、好ましくは0.1重量％未満、より好ましくは0.01重量％未満
、最も好ましくは溶解性がない粒子を意味する。
【００７３】
　本発明によれば、2種以上の水不溶性粒子を組み合わせて使用することができる。この
ため、単一の種類の水不溶性粒子、又は異なる種類の水不溶性粒子の組合せを使用するこ
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とができる。
【００７４】
　水不溶性粒子の直径は以下に限定されないが、数平均粒径を200nm以上とすることがで
きる。粒子の平均粒径は、好ましくは250nm以上、より好ましくは300nm以上、より一層好
ましくは350nm以上であり、好ましくは2μm以下、より好ましくは800nm以下、より一層好
ましくは500nm以下である。数平均粒径は、動的光散乱法により、例えばNicomp Z380で測
定することができる。
【００７５】
　水不溶性粒子は好ましくは固体の形態である。より好ましくは、水不溶性粒子は粉末と
することができる。粉末は、顔料及び/又は充填剤とすることができる。
【００７６】
　表面処理していない顔料の水への溶解度は、20℃で0.01重量％未満、例えば0.0001重量
％未満であり、吸収性は350～700nmの範囲であり、少なくとも一実施形態では、吸収性は
この吸収性範囲の最大値である。
【００７７】
　表面処理していない顔料(以下、「顔料」と呼ぶ)は、有機顔料とすることができる。本
明細書で使用する場合、「有機顔料」という用語は、Ullmann's encyclopediaの有機顔料
の章の定義を満たす任意の顔料を意味する。有機顔料は、例えば、ニトロソ、ニトロ、ア
ゾ、キサンテン、キノリン、アントラキノン、フタロシアニン、金属錯体、イソインドリ
ノン、イソインドリン、キナクリドン、ペリノン、ペリレン、ジケトピロロピロール、チ
オインジゴ、ジオキサジン、トリフェニルメタン及びキノフタロンの化合物から選ぶこと
ができる。
【００７８】
　少なくとも1種の有機顔料は、例えば、カルミン、カーボンブラック、アニリンブラッ
ク、メラニン、アゾイエロー、キナクリドン、フタロシアニンブルー、ソルガムレッド、
青色の顔料(Color Indexで参照番号CI 42090、69800、69825、73000、74100及び74160で
分類されているもの)、黄色の顔料(Color Indexで参照番号CI 11680、11710、15985、191
40、20040、21100、21108、47000及び47005で分類されているもの)、緑色の顔料(Color I
ndexで参照番号CI 61565、61570及び74260で分類されているもの)、橙色の顔料(Color In
dexで参照番号CI 11725、15510、45370及び71105で分類されているもの)、赤色の顔料(Co
lor Indexで参照番号CI 12085、12120、12370、12420、12490、14700、15525、15580、15
620、15630、15800、15850、15865、15880、17200、26100、45380、45410、58000、73360
、73915及び75470で分類されているもの)、及びインドール誘導体又はフェノール誘導体
の酸化重合によって得られる顔料(例えば仏国特許第2679771号に記載)から選ぶことがで
きる。
【００７９】
　これらの顔料は、例えば欧州特許第1184426号に記載されている複合顔料の形態とする
こともできる。これらの複合顔料は、例えば、有機顔料で少なくとも部分的に被覆されて
いる無機核、及び有機顔料を当該核に固定するための少なくとも1種の結合剤を含む粒子
から構成されていてもよい。
【００８０】
　他の例には、Hoechst社により以下の名称で販売されている製品等の有機顔料の顔料ペ
ーストが含まれていてもよい。
Jaune Cosmenyl IOG: Pigment Yellow 3 (CI 11710);
Jaune Cosmenyl G: Pigment Yellow 1 (CI 11680);
Orange Cosmenyl GR: Pigment Orange 43 (CI 71105);
Rouge Cosmenyl R'': Pigment Red 4 (CI 12085);
Carmine Cosmenyl FB: Pigment Red 5 (CI 12490);
Violet Cosmenyl RL: Pigment Violet 23 (CI 51319);
Bleu Cosmenyl A2R: Pigment Blue 15.1 (CI 74160);
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Vert Cosmenyl GG: Pigment Green 7 (CI 74260);及び
Noir Cosmenyl R: Pigment Black 7 (CI 77266)。
【００８１】
　少なくとも1種の顔料は、レーキから選ぶこともできる。本明細書で使用する場合、「
レーキ」という用語は、不溶性の粒子の表面に吸着させた不溶化染料であって、このよう
にして得られた複合体又は化合物が使用中に不溶性を保持しているものを意味する。
【００８２】
　表面に染料を吸着させる無機基材には、例えば、アルミナ、シリカ、ホウケイ酸カルシ
ウムナトリウム、ホウケイ酸カルシウムアルミニウム、及びアルミニウムが含まれていて
もよい。
【００８３】
　有機染料の非限定的な例には、コチニールカルミン及び以下の名称で知られる製品が含
まれる。D&C Red 21 (CI 45 380)、D&C Orange 5 (CI 45 370)、D&C Red 27 (CI 45 410)
、D&C Orange 10 (CI 45 425)、D&C Red 3 (CI 45 430)、D&C Red 4 (CI 15 510)、D&C R
ed 33 (CI 17 200)、D&C Yellow 5 (CI 19 140)、D&C Yellow 6 (CI 15 985)、D&C Green
 (CI 61 570)、D&C Yellow 10 (CI 77 002)、D&C Green 3 (CI 42 053)及びD&C Blue 1 (
CI 42 090)。
【００８４】
　レーキの追加の非限定的な例は、次の名称:D&C Red 7 (CI 15 850:1)で知られる製品で
ある。
【００８５】
　少なくとも1種の顔料は特殊効果を伴う顔料とすることもできる。本明細書で使用する
場合、「特殊効果を伴う顔料」という用語は、一般に、観察条件(光、温度、観察角度等)
に応じて変化する不均一な有色の外観(特定の色調、特定の彩度及び/又は特定の明度を特
徴とする)を創出する顔料を意味する。したがって、これは、標準的で均一な、不透明、
半透明、透明の色調を付与する白色又は有色顔料とは対照をなしている。
【００８６】
　特殊効果を伴う顔料は2タイプ存在する。即ち、蛍光顔料、フォトクロミック顔料及び
サーモクロミック顔料等の低屈折率のもの、並びに真珠光沢剤及びフレーク等の高屈折率
のものである。
【００８７】
　少なくとも1種の顔料は、基材の表面に固定されていない干渉効果を伴う顔料、例えば
液晶(Wacker社製のHelicones HC)及びホログラフィック干渉フレーク(Spectratek社製のG
eometric Pigment又はSpectra f/x)から選ぶこともできる。特殊効果を伴う顔料は、蛍光
顔料(日光で蛍光を発する物質又は紫外線で蛍光を発する物質のいずれにせよ)、リン光顔
料、フォトクロミック顔料、サーモクロミック顔料、及び量子ドット、例えばQuantum Do
ts Corporation社により販売されているものを含むこともできる。
【００８８】
　特殊効果を伴う顔料は、蛍光顔料(日光で蛍光を発する物質又は紫外線で蛍光を発する
物質のいずれにせよ)、リン光顔料、フォトクロミック顔料、及びサーモクロミック顔料
を含むこともできる。
【００８９】
　好ましい実施形態では、顔料は無機顔料とすることもできる。本明細書で使用する場合
、「無機顔料」という用語は、Ullmann's encyclopediaの無機顔料の章の定義を満たす任
意の顔料を意味する。好ましくは、無機顔料は少なくとも1種の無機材料を含む。本発明
において有用な無機顔料の非制限的な例には、金属酸化物、特に遷移金属酸化物、例えば
、酸化ジルコニウム、酸化セリウム、酸化鉄、酸化クロム、マンガンバイオレット、ウル
トラマリンブルー、クロム水和物、フェリックブルー及び二酸化チタンが含まれる。次の
無機顔料も使用することができる。Ta2O5、Ti3O5、Ti2O3、TiO、並びにTiO2との混合物と
してのZrO2、ZrO2、Nb2O5、CeO2、及びZnS。
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【００９０】
　顔料は、真珠光沢顔料、例えば白色真珠光沢顔料(例えば、チタン又はオキシ塩化ビス
マスで被覆されたマイカ)、有色真珠光沢顔料(チタン及び酸化鉄で被覆されたマイカ、チ
タン及び例えばフェリックブルー又は酸化クロムで被覆されたマイカ、チタン及び上記で
定義した有機顔料で被覆されたマイカ等)、及びオキシ塩化ビスマス系の真珠光沢顔料と
することもできる。かかる顔料の例には、Engelhard社により販売されているCellini顔料
(マイカ-TiO2-レーキ)、Eckart社により販売されているPrestige(マイカ-TiO2)及びMerck
社により販売されているColorona(マイカ-TiO2-Fe2O3)が含まれてもよい。
【００９１】
　マイカ担体に担持された真珠光沢剤に加えて、合成基材をベースにした多層顔料、例え
ば、アルミナ、シリカ、ホウケイ酸カルシウムナトリウム、ホウケイ酸カルシウムアルミ
ニウム及びアルミニウム等が、本開示によれば有用である場合がある。
【００９２】
　本明細書で使用する場合、「充填剤」という用語は、室温及び大気圧で固体であり、本
発明による化粧料組成物の種々の成分が室温を超える温度に付される場合でも、これらの
成分に不溶性である、実質的に無色の化合物を意味する。
【００９３】
　充填剤は、無機充填剤及び有機充填剤から選ぶことができる。充填剤は、その結晶学的
形態(例えば、層状晶、立方晶、六方晶及び斜方晶)に関係なく、任意の形態、例えば血小
板形状、球状及び長円形の粒子とすることができる。
【００９４】
　本発明による化粧料組成物中に使用することができる好適な充填剤には、これだけには
限定されないが、以下のものが含まれてもよい。二酸化チタン;タルク;天然又は合成のマ
イカ;シリカ(又は二酸化ケイ素);カオリン又は他の不溶性のシリケート、例えば粘土(ク
レーともいう);ポリアミド[Nylon(登録商標)]、ポリ-β-アラニン及びポリエチレンの粉
末;テトラフルオロエチレンポリマー[Teflon(登録商標)]粉末;ラウロイルリシン;デンプ
ン;窒化ホウ素;アクリル酸ポリマー粉末;シリコーン樹脂マイクロビーズ、例えばGE東芝
シリコーン合同会社製の「Tospearl(登録商標)」;オキシ塩化ビスマス;沈降炭酸カルシウ
ム;炭酸マグネシウム及び炭酸水素マグネシウム;ヒドロキシアパタイト;中空シリカマイ
クロスフェア、例えばMaprecos社製の「Silica Beads SB 700(登録商標)」及び「Silica 
Beads SB 700(登録商標)」、旭硝子株式会社製の「Sunspheres H-33(登録商標)」及び「S
unspheres H-51(登録商標)」;アクリルポリマーマイクロスフェア、例えばRP Scherrer社
製の架橋アクリレートコポリマー「Polytrap 6603 Adsorber(登録商標)」でできているも
の、及びSEPPIC社製のポリメタクリル酸メチル「Micropearl M100(登録商標)」でできて
いるもの;ポリウレタン粉末、例えば東色ピグメント株式会社により「Plastic Powder D-
400(登録商標)」の名称で販売されているヘキサメチレンジイソシアネートとトリメチロ
ールヘキシルラクトンとのコポリマー粉末;ガラス又はセラミックマイクロカプセル;アク
リル酸メチル若しくはメタクリル酸メチルのポリマー又はコポリマー、或いは塩化ビニリ
デンとアクリロニトリルとのコポリマーのマイクロカプセル、例えばExpancel社製の「Ex
pancel(登録商標)」;エラストマーの架橋オルガノポリシロキサン粉末、例えばDow Corni
ng社により「Trefil Powder E-506C」の名称で販売されているもの;並びにそれらの混合
物。
【００９５】
　本発明の組成物において有用なシリカの中でも、結晶性シリカ、微結晶性シリカ及び非
結晶性シリカを挙げることができる。
【００９６】
　例として挙げることができる結晶性シリカには、石英、トリジマイト、クリストバライ
ト、キータイト、コーサイト及びスティショバイトが含まれる。微結晶性シリカは、例え
ば珪藻岩である。
【００９７】
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　使用することができる非結晶形態の中には、ガラス質のシリカ及び他のタイプの非晶質
シリカ、例えば、コロイド状シリカ、シリカゲル、沈降シリカ及びヒュームドシリカ、例
えばアエロジル、並びに焼成シリカがある。
【００９８】
　本発明によれば、上記の水不溶性粒子は表面処理がされていてもよい。表面処理は任意
の従来の方法で実施することができる。
【００９９】
　本発明の目的では、表面処理とは、表面処理した顔料が処理前の固有の着色特性を維持
し、表面処理した充填剤が処理前の固有の充填特性を維持するというものである。例えば
、表面に有機染料を吸着させたアルミナ及びシリカ等の無機基材は、本発明の目的の表面
処理した充填剤ではない。
【０１００】
　水不溶性粒子は、少なくとも1種の疎水性被膜を有していてもよい。
【０１０１】
　疎水性被膜は、水不溶性粒子を疎水性処理剤で処理することによって形成することがで
きる。疎水性処理剤は、シリコーン、例えば、メチコン、ジメチコン又はペルフルオロア
ルキルシラン;脂肪酸、例えばステアリン酸;金属石けん、例えば、ジミリスチン酸アルミ
ニウム又は水添タロウグルタミン酸のアルミニウム塩、ペルフルオロアルキルホスフェー
ト、ペルフルオロアルキルシラン、ペルフルオロアルキルシラザン、ポリ(ヘキサフルオ
ロプロピレンオキシド)、ペルフルオロアルキル基又はペルフルオロポリエーテル基を含
むポリオルガノシロキサン、及びアミノ酸;N-アシル化アミノ酸又はその塩;レシチン、チ
タン酸イソプロピルトリイソステアリル、並びにこれらの混合物から選ぶことができる。
【０１０２】
　水不溶性粒子として、少なくとも1種の疎水性被膜で被覆されたTiO2粒子が好ましい。
被覆されたTiO2粒子の中でも、以下を挙げることができる。
- ポリジメチルシロキサンで被覆されたもの(CARDRE社により提供されているCARDRE ULTR
AFINE TITANIUM DIOXIDE AS)、
- ポリメチル水素シロキサンで被覆されたもの(MYOSHI社によりCosmetic White SA-C47-0
51-10の商品名で販売されている、ポリメチル水素シロキサンで被覆された未処理の酸化
チタン)、
- ペルフルオロポリメチルイソプロピルエーテルで被覆されたもの(CARDRE社により提供
されているCARDRE MICA FHC 70173又は70170 CARDRE UF TIO2 FHC)、
- シリカで被覆されたもの(CATALYSTS & CHEMICALS社により提供されているSPHERITITAN 
AB)、
- テフロン（登録商標）で被覆されたもの(CLARK COLORS社により提供されているCS-1399
7 TEFLON COATED TITANIUM DIOXIDE)、及び
- ポリエステルで被覆されたもの(DESOTO社により提供されているEXPERIMENTAL DESOTO B
EADS)。
【０１０３】
　水不溶性粒子として、ポリジメチルシロキサン等のシリコーンで被覆されたTiO2粒子が
より好ましい。
【０１０４】
　本発明の一実施形態によれば、水不溶性粒子は、少なくとも1種の両親媒性剤で表面処
理されていてもよく、特に、上記の水不溶性粒子は、少なくとも1種の両親媒性剤で部分
的又は全面的に表面処理されていてもよい。粒子は両親媒性剤で部分的に処理されている
ことが好ましい。水不溶性粒子は、本発明による化粧料組成物の連続相と分散相との間に
配置されて、ピッケリングエマルジョンを形成することができる。分散相は、好ましくは
粒子を介して互いにつながる。
【０１０５】
　両親媒性剤は、粒子に親水性及び疎水性の両方の特性を付与することができる。好まし
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くは、粒子は両親媒性の表面を有する。
【０１０６】
　両親媒性剤は、例えば、以下から選ばれる少なくとも1種の化合物を含んでもよい。ア
ミノ酸;ロウ、例えば、カルナウバロウ及びミツロウ;脂肪酸、脂肪族アルコール及びこれ
らの誘導体、例えば、ステアリン酸、ヒドロキシステアリン酸、ステアリルアルコール、
ヒドロキシステアリルアルコール、ラウリン酸、及びこれらの誘導体;陰イオン性界面活
性剤;レシチン;脂肪酸の、ナトリウム塩、カリウム塩、マグネシウム塩、鉄塩、チタン塩
、亜鉛塩、又はアルミニウム塩、例えば、ステアリン酸アルミニウム又はラウリン酸アル
ミニウム;金属アルコキシド;多糖、例えば、キトサン、セルロース、及びこれらの誘導体
;ポリエチレン;(メタ)アクリルポリマー、例えばポリメタクリル酸メチル;アクリレート
単位を含有するポリマー及びコポリマー;タンパク質;並びにアルカノールアミン。
【０１０７】
　粒子は、両親媒性剤の混合物で表面処理されていてもよく、且つ/又は両親媒性剤で幾
つかの表面処理を施されていてもよい。
【０１０８】
　表面処理した粒子は、当業者に周知の表面処理技術に従って調製してもよいし、必要な
形態で業務用として入手してもよい。
【０１０９】
　好ましくは、表面処理した粒子は有機層で被覆されている。有機層は、溶媒の蒸発、両
親媒性剤中の分子間の化学反応、又は両親媒性剤及び粒子中の分子間での共有結合の生成
によって、粒子に付着させることができる。
【０１１０】
　したがって、表面処理は、例えば、両親媒性剤と粒子の表面との化学反応及び両親媒性
剤と粒子との間の共有結合の生成によって実施することができる。この方法は米国特許第
4578266号に具体的に記載されている。
【０１１１】
　両親媒性剤が共有結合又はイオン結合している粒子が、好ましくは使用される。
【０１１２】
　両親媒性剤は、表面処理した粒子の総重量に対して、0.1%～50重量%、好ましくは0.5%
～30重量%、より好ましくは1%～10重量%を占めることができる。
【０１１３】
　両親媒性剤が少なくとも1種の疎水性にしたアミノ酸を含むことが好ましい。疎水性に
したアミノ酸は、グルタミン酸誘導体、又は少なくとも1種のグルタミン酸誘導体とアミ
ノ酸との縮合物とすることができる。
【０１１４】
　グルタミン酸誘導体は、N-アシル化グルタミン酸又はその塩とすることができる。塩と
して、有機アルカノールアミンの、金属塩、アンモニウム塩及びオニウム塩を挙げること
ができる。金属として、Na、K、Ba、Zn、Ca、Mg、Fe、Zr、Co、Al及びTiを使用すること
ができる。有機アルカノールアミンとして、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン
、トリエタノールアミン、2-アミノ-2-メチルプロパノール、2-アミノ-2-メチル-1,3-プ
ロパンジオール及びトリイソプロパノールアミンを使用することができる。グルタミン酸
の窒素原子に結合するアシル基は、8～22個の炭素原子を有する飽和又は不飽和の脂肪酸
、例えば、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、イソミリスチン酸、パルミチン酸、
イソパルミチン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、アラキン酸、ウンデシレン酸、オ
レイン酸、ミリスチン酸、エライジン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン酸、パー
ム油脂肪酸、牛脂脂肪酸、及び樹脂酸(アビエチン酸)から誘導することができる。
【０１１５】
　少なくとも1種のグルタミン酸誘導体とアミノ酸との縮合物は、N-アシル化グルタミン
酸と、アミノ酸、例えばリシンとの縮合物、又はその塩とすることができる。塩として、
上記した有機アルカノールアミンの、金属塩、アンモニウム塩及びオニウム塩を挙げるこ
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とができる。ナトリウム塩が好ましい。グルタミン酸の窒素原子に結合するアシル基は、
上記の8～22個の炭素原子を有する飽和又は不飽和の脂肪酸から誘導することができる。
ラウリン酸が好ましい。したがって、例えば、ジラウロイルグルタミン酸リシンナトリウ
ム(旭化成ケミカルズ株式会社によって市販されているPellicer L-30)が上記の縮合物と
して好ましい。
【０１１６】
　粒子の両親媒性表面処理は、次の処理から選ぶことができる。
- PEG-シリコーン処理、例えばLCW社により販売されているAQ表面処理、
- ラウロイルリシン処理、例えばLCW社により販売されているLL表面処理、
- ラウロイルリシンジメチコン処理、例えばLCW社により販売されているLL/SI表面処理、
- ステアロイルグルタミン酸二ナトリウム処理、例えば三好化成株式会社により販売され
ているNAI表面処理、
- ジメチコン/ステアロイルグルタミン酸二ナトリウム処理、例えば三好化成株式会社に
より販売されているSA/NAI表面処理、
- 微結晶セルロース及びカルボキシメチルセルロース処理、例えば大東化成工業株式会社
により販売されているAC表面処理、
- アクリレートコポリマー処理、例えば大東化成工業株式会社により販売されているAPD
表面処理、
- ジラウロイルグルタミン酸リシンナトリウム処理、例えば大東化成工業株式会社により
販売されているASL処理、及び
- ジラウロイルグルタミン酸リシンナトリウム/トリイソステアリン酸イソプロピルチタ
ン処理、例えば大東化成工業株式会社により販売されているASL処理。
【０１１７】
　両親媒性剤は、金属をMg、Al、Ca及びZnから選択することができる金属塩又は金属水酸
化物、例えば、水酸化アルミニウム及び塩化マグネシウムとともに、粒子にイオン結合す
ることができる。
【０１１８】
　ステアロイルグルタミン酸二ナトリウム(及び)水酸化アルミニウムによる処理がより好
ましい。
【０１１９】
　ジラウロイルグルタミン酸リシンナトリウム、又はジラウロイルグルタミン酸リシンナ
トリウム/トリイソステアリン酸イソプロピルチタンによる他の処理もより好ましい。
【０１２０】
　好ましくは無色又は白色の水不溶性粒子が使用される。
【０１２１】
　水不溶性粒子は、金属酸化物、より好ましくはアルミニウム又は遷移金属酸化物、及び
酸化ケイ素(これらの化合物は最終的に表面処理される)、並びにこれらの混合物から選択
される無機材料であることが好ましい。
【０１２２】
　化粧料組成物中の水不溶性粒子の量は、以下に限定されないが、組成物の総重量に対し
て、0.01～30重量%、好ましくは0.1～20重量%、より好ましくは0.5～10重量%とすること
ができる。
【０１２３】
(4)水溶性塩
　本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種の水溶性塩を含む。本発明の目的では、
「水溶性塩」という用語は、25℃の水への溶解度が1重量％以上で、好ましくはこの濃度
で巨視的に均質な、透明で等方性の媒体を形成する塩を意味する。
【０１２４】
　本発明によれば、2種以上の水溶性塩を組み合わせて使用することができる。このため
、単一の種類の水溶性塩、又は異なる種類の水溶性塩の組合せを使用することができる。
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【０１２５】
　水溶性塩は無機でも有機でもよい。本発明に使用することができる無機又は有機の水溶
性塩は、一価又は二価の金属、例えば、アルカリ金属又はアルカリ土類金属、アンモニウ
ム又はアミン、及び鉱酸又は陰イオンが1～7個の炭素原子を含有する有機カルボン酸の各
水溶性塩から選ぶことができる。水溶性塩のモル質量は、好ましくは25～650g/molの間で
ある。
【０１２６】
　水溶性塩は、水溶性無機塩から、好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩、メタケイ酸
塩、炭酸塩、炭酸水素塩、リン酸塩、硫酸塩、アンモニウムのハロゲン化物、アルカリ金
属のハロゲン化物及びこれらの混合物から選択されることが好ましい。特に挙げることが
できるかかる塩の例には、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウム、塩化マグネ
シウム、塩化アンモニウム、クエン酸ナトリウム、クエン酸アンモニウム、硫酸マグネシ
ウム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、炭酸ナトリウム、及びリン酸のナトリ
ウム塩が含まれる。
【０１２７】
　水溶性塩は、水溶性アルカリ塩から、より一層好ましくは、アルカリ金属の、ケイ酸塩
、メタケイ酸塩、及びこれらの混合物から選択されることがより好ましい。
【０１２８】
　メタケイ酸ナトリウム等のアルカリ金属のメタケイ酸塩が最も好ましい。
【０１２９】
　化粧料組成物中の水溶性塩の量は、組成物の総重量に対して、0.01～50重量%、好まし
くは0.1～40重量%、より好ましくは0.5～30重量%とすることができる。
【０１３０】
(5)アルカリ剤
　本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種のアルカリ剤を含み、2種以上のアルカリ
剤を使用することができる。このため、単一の種類のアルカリ剤、又は異なる種類のアル
カリ剤の組合せを使用することができる。
【０１３１】
　第1の実施形態によれば、アルカリ剤は無機アルカリ剤である。無機アルカリ剤は、ア
ンモニア水としてもよいが、好ましくは不揮発性アルカリ剤である。無機アルカリ剤は、
アルカリ金属水酸化物及びアルカリ土類金属水酸化物、アルカリ金属炭酸(水素)塩、アル
カリ土類金属炭酸(水素)塩、並びにアルカリ金属(メタ)ケイ酸塩からなる群から選択され
ることが好ましい。
【０１３２】
　無機アルカリ剤の例として、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化カルシウム、
水酸化マグネシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カ
リウム及び(メタ)ケイ酸ナトリウムを挙げることができる。
【０１３３】
　第2の実施形態によれば、アルカリ剤は有機アルカリ剤から選ばれる。この有機アルカ
リ剤は、モノアミン及びその誘導体からなる不揮発性アルカリ剤、例えば、アルカノール
アミン;ジアミン及びその誘導体、例えばアルカノールジアミン;ポリアミン及びその誘導
体;アミノ酸、好ましくは塩基性アミノ酸及びその誘導体;アミノ酸、好ましくは塩基性ア
ミノ酸及びその誘導体のオリゴマー;アミノ酸、好ましくは塩基性アミノ酸及びその誘導
体のポリマー;尿素及びその誘導体;並びにグアニジン及びその誘導体の群から選択される
ことが好ましい。
【０１３４】
　有機アルカリ剤の例として、アルカノールアミン、例えば、1～3個のヒドロキシアルキ
ル(C1～C4)基を含むモノ-、ジ-及びトリ-エタノールアミンを挙げることができる。特に
、アルカノールアミンは、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノール
アミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールアミン、N,N-ジメチルエタノ
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ールアミン、2-アミノ-2-メチル-1-プロパノール、トリイソプロパノールアミン、2-アミ
ノ-2-メチル-1,3-プロパンジオール、3-アミノ-1,2-プロパンジオール、3-ジメチルアミ
ノ-1,2-プロパンジオール、及びトリス(ヒドロキシメチルアミノ)メタンから選択するこ
とができる。
【０１３５】
　有機アルカリ剤は、以下から選択することもできる。尿素、グアニジン及びこれらの誘
導体;アミノ酸、例えば、アラニン、アルギニン、オルニチン、シトルリン、アスパラギ
ン、カルニチン、システイン、グルタミン、グリシン、ヒスチジン、リシン、イソロイシ
ン、ロイシン、メチオニン、N-フェニルアラニン、プロリン、セリン、スレオニン、トリ
プトファン、チロシン及びバリン、特に、塩基性アミノ酸、例えば、リシン、ヒスチジン
、オルニチン、シトルリン又はアルギニン;並びにジアミン、例えば下記の構造:
【０１３６】
【化１】

【０１３７】
[式中、Wはアルキレン、例えば、任意選択でヒドロキシル基又はC1～C4アルキル基で置換
されているプロピレンを示し、Ra、Rb、Rc及びRdは、独立に、水素原子、アルキル基又は
C1～C4ヒドロキシアルキル基を示す]
で表されるもの(1,3-プロパンジアミン及びその誘導体を例示することができる)。アミノ
酸の中でも、塩基性アミノ酸、例えば、リシン、ヒスチジン、オルニチン、シトルリン又
はアルギニンが好ましい。
【０１３８】
　アルカリ剤は、アルカノールアミンから選択されること、特にモノエタノールアミンで
あることが好ましい。
【０１３９】
　「有機」という用語は、アルカリ剤がその化学構造中に少なくとも1個の炭素原子を有
することを意味することが想起される。
【０１４０】
　「不揮発性アルカリ剤」という用語は、アルカリ剤の蒸気圧が一般に室温で0.02mmHg(2
.66Pa)未満であることを意味することが想起される。
【０１４１】
　前述のとおり、組成物は、少なくとも1種の水溶性塩及び少なくとも1種のアルカリ剤を
含み、この2種の化合物は別個である。したがって、特定の実施形態によれば、組成物は
、少なくとも2つ(好ましくは2つ)のタイプのアルカリ剤を含み、そのうちの少なくとも1
つ(好ましくは1つ)のタイプを水溶性塩とすることができる。
【０１４２】
　特定の実施形態によれば、アルカリ剤は水溶性塩ではない。
【０１４３】
　不揮発性アルカリ剤は、本発明による化粧料組成物の総重量に対して、総量0.01～15重
量%、好ましくは0.1～10重量%、より好ましくは1～5重量%で使用することができる。
【０１４４】
　アルカリ剤と水溶性塩との好ましい組合せは、アルカノールアミン、好ましくはモノエ
タノールアミンと、アルカリ金属のメタケイ酸塩、好ましくはメタケイ酸ナトリウムとの
組合せである。
【０１４５】
(6)界面活性剤
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　本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種の界面活性剤を、組成物の総重量に対し
て、1重量％以下、好ましくは0.1重量％以下、より好ましくは0.01重量％以下の量で、任
意選択で含んでもよく、最も好ましくは界面活性剤を含まなくてもよい。
【０１４６】
　界面活性剤は、陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、陽イオン性界面活性剤及び非
イオン性界面活性剤からなる群から選択することができる。2種以上の界面活性剤を組み
合わせて使用することができる。このため、単一の種類の界面活性剤、又は異なる種類の
界面活性剤の組合せを使用することができる。好ましくは、本発明によれば、「界面活性
剤」は、添加剤なしに、水で泡沫を形成することが可能である。
【０１４７】
(a)陰イオン性界面活性剤
　陰イオン性界面活性剤は、(C6～C30)アルキル硫酸塩、(C6～C30)アルキルエーテル硫酸
塩、(C6～C30)アルキルアミドエーテル硫酸塩、アルキルアリールポリエーテル硫酸塩、
モノグリセリド硫酸塩、(C6～C30)アルキルスルホン酸塩、(C6～C30)アルキルアミドスル
ホン酸塩、(C6～C30)アルキルアリールスルホン酸塩、α-オレフィンスルホン酸塩、パラ
フィンスルホン酸塩、(C6～C30)アルキルリン酸塩、(C6～C30)アルキルスルホコハク酸塩
、(C6～C30)アルキルエーテルスルホコハク酸塩、(C6～C30)アルキルアミドスルホコハク
酸塩、(C6～C30)アルキルスルホ酢酸塩、(C6～C24)アシルサルコシン酸塩、(C6～C24)ア
シルグルタミン酸塩、(C6～C30)アルキルポリグリコシドカルボン酸エーテル、(C6～C30)
アルキルポリグリコシドスルホコハク酸塩、(C6～C30)アルキルスルホスクシナメート、(
C6～C24)アシルイセチオン酸塩、N-(C6～C24)アシルタウリン酸塩、C6～C30脂肪酸塩、ヤ
シ油酸塩又は水添ヤシ油酸塩、(C8～C20)アシルラクチル酸塩、(C6～C30)アルキル-D-ガ
ラクトシドウロン酸塩、ポリオキシアルキレン化(C6～C30)アルキルエーテルカルボン酸
塩、ポリオキシアルキレン化(C6～C30)アルキルアリールエーテルカルボン酸塩、ポリオ
キシアルキレン化(C6～C30)アルキルアミドエーテルカルボン酸塩、及びこれらに相当す
る酸からなる群から選択されることが好ましい。
【０１４８】
　陰イオン性界面活性剤は、(C6～C30)アルキル硫酸の塩又はポリオキシアルキレン化(C6
～C30)アルキルエーテルカルボン酸塩から選択されることがより好ましい。
【０１４９】
　少なくとも一実施形態では、陰イオン性界面活性剤は塩の形態であり、例えば、アルカ
リ金属(例えばナトリウム)の塩、アルカリ土類金属(例えばマグネシウム)の塩、アンモニ
ウム塩、アミン塩、及びアミノアルコール塩等である。
【０１５０】
(b)両性界面活性剤
　両性界面活性剤又は双性イオン性界面活性剤は、例えば(非限定的一覧)、アミン誘導体
(例えば、脂肪族の第二級又は第三級アミン、及び任意選択で四級化されたアミン誘導体)
とすることができ、その中で、脂肪族基は、8～22個の炭素原子を含み、水に可溶の少な
くとも1種の陰イオン基(例えば、カルボン酸イオン、スルホン酸イオン、硫酸イオン、リ
ン酸イオン又はホスホン酸イオン)を含有する直鎖状又は分枝状の鎖である。
【０１５１】
　両性界面活性剤は、好ましくはベタイン及びアミドアミンカルボキシル化誘導体からな
る群から選択することができる。
【０１５２】
　ベタイン型両性界面活性剤は、好ましくは、アルキルベタイン、アルキルアミドアルキ
ルベタイン、スルホベタイン、ホスホベタイン及びアルキルアミドアルキルスルホベタイ
ン、特に、(C8～C24)アルキルベタイン、(C8～C24)アルキルアミド(C1～C8)アルキルベタ
イン、スルホベタイン、並びに(C8～C24)アルキルアミド(C1～C8)アルキルスルホベタイ
ンからなる群から選択される。一実施形態では、ベタイン型の両性界面活性剤は、(C8～C

24)アルキルベタイン、(C8～C24)アルキルアミド(C1～C8)アルキルスルホベタイン、スル
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ホベタイン及びホスホベタインから選ばれる。
【０１５３】
　挙げることができる非限定的な例には、CTFA辞典、第9版、2002年において、ココベタ
イン、ラウリルベタイン、セチルベタイン、ココ/オレアミドプロピルベタイン、コカミ
ドプロピルベタイン、パルミトアミドプロピルベタイン、ステアルアミドプロピルベタイ
ン、コカミドエチルベタイン、コカミドプロピルヒドロキシスルタイン、オレアミドプロ
ピルヒドロキシスルタイン、ココヒドロキシスルタイン、ラウリルヒドロキシスルタイン
及びココスルタインの名称で分類されている化合物が、単独で又は混合物として含まれる
。
【０１５４】
　ベタイン型両性界面活性剤は、好ましくはアルキルベタイン及びアルキルアミドアルキ
ルベタインであり、特に、ココベタイン及びコカミドプロピルベタインである。
【０１５５】
　アミドアミンカルボキシル化誘導体の中では、Miranolの名称で販売されている製品を
挙げることができ、これは、米国特許第2,528,378号及び同第2,781,354号に記載されてお
り、CTFA辞典、第3版、1982年においてアンホカルボキシグリシネート及びアンホカルボ
キシプロピオネートの名称で分類されており(これらの開示は参照により本明細書に組み
込まれる)、それぞれの構造は以下のとおりである。
R1-CONHCH2CH2-N

+(R2)(R3)(CH2COO
-)

[式中、
　R1は、加水分解ヤシ油中に存在する酸R1-COOHのアルキル基、ヘプチル、ノニル又はウ
ンデシル基を示し、
　R2は、β-ヒドロキシエチル基を示し、
　R3は、カルボキシメチル基を示す]、
及び
R1'-CONHCH2CH2-N(B)(C)
[式中、
　Bは、-CH2CH2OX'を表し、
　Cは、-(CH2)z-Y'を表し、z=1又は2であり、
　X'は、-CH2CH2-COOH基、-CH2-COOZ'、-CH2CH2-COOH、-CH2CH2-COOZ'又は水素原子を示
し、
　Y'は、-COOH、-COOZ'、-CH2-CHOH-SO3Z'又は-CH2-CHOH-SO3H基を示し、
　Z'は、アルカリ金属又はアルカリ土類金属のイオン、例えばナトリウムイオン、アンモ
ニウムイオン、又は有機アミン由来のイオンを表し、
　R1'は、ヤシ油中又は加水分解亜麻仁油中に存在する酸R1'-COOHのアルキル基、C7、C9
、C11若しくはC13アルキル基等のアルキル基、C17アルキル基及びそのイソ型、又は不飽
和のC17基を示す]。
【０１５６】
　両性界面活性剤は、(C8～C24)-アルキルアンホモノアセテート、(C8～C24)アルキルア
ンホジアセテート、(C8～C24)アルキルアンホモノプロピオネート、及び(C8～C24)アルキ
ルアンホジプロピオネートから選択されることが好ましい。
【０１５７】
　これらの化合物は、CTFA辞典、第5版、1993年において、ココアンホニ酢酸二ナトリウ
ム、ラウロアンホニ酢酸二ナトリウム、カプリルアンホ二酢酸二ナトリウム、カプリロア
ンホ二酢酸二ナトリウム、ココアンホジプロピオン酸二ナトリウム、ラウロアンホプロピ
オン酸二ナトリウム、カプリルアンホジプロピオン酸二ナトリウム、カプリルアンホジプ
ロピオン酸二ナトリウム、ラウロアンホジプロピオン酸及びココアンホジプロピオン酸の
名称で分類されている。
【０１５８】
　例として、Rhodia Chimie社によりMiranol(登録商標)C2M縮合物という商品名で販売さ
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れているココアンホ二酢酸塩を挙げることができる。
【０１５９】
(c)陽イオン性界面活性剤
　陽イオン性界面活性剤は、任意選択でポリオキシアルキレン化された、第一級、第二級
又は第三級脂肪アミン塩、第四級アンモニウム塩、並びにこれらの混合物からなる群から
選択することができる。
【０１６０】
　挙げることができる第四級アンモニウム塩の例には、これらに限定されないが、以下の
ものが含まれる。一般式(I):
【０１６１】
【化２】

【０１６２】
[式中、
　R1、R2、R3及びR4は、同一であっても異なっていてもよく、1～30個の炭素原子を含み
、任意選択で酸素、窒素、硫黄及びハロゲン等のヘテロ原子を含む、直鎖状及び分枝状の
脂肪族基から選ばれる。該脂肪族基は、例えば、アルキル、アルコキシ、C2～C6ポリオキ
シアルキレン、アルキルアミド、(C12～C22)アルキルアミド(C2～C6)アルキル、(C12～C2
2)アルキルアセテート及びヒドロキシアルキル基、並びに芳香族基、例えばアリール及び
アルキルアリールから選ぶことができ、X-は、ハロゲン化物イオン、リン酸イオン、酢酸
イオン、乳酸イオン、(C2～C6)アルキル硫酸イオン、及びアルキルスルホン酸イオン又は
アルキルアリールスルホン酸イオンから選ばれる]
のもの。
　イミダゾリンの第四級アンモニウム塩、例えば、以下の式(II):
【０１６３】

【化３】

【０１６４】
[式中、
　R5は、8～30個の炭素原子を含むアルケニル基及びアルキル基、例えば、獣脂の又はコ
コヤシの脂肪酸誘導体から選ばれ、
　R6は、水素、C1～C4アルキル基、並びに8～30個の炭素原子を含むアルケニル基及びア
ルキル基から選ばれ、
　R7は、C1～C4アルキル基から選ばれ、
　R8は、水素及びC1～C4アルキル基から選ばれ、
　X-は、ハロゲン化物イオン、リン酸イオン、酢酸イオン、乳酸イオン、アルキル硫酸イ
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のもの。一実施形態では、R5及びR6は、例えば、12～21個の炭素原子を含むアルケニル基
及びアルキル基から選ばれる混合基、例えば、獣脂の脂肪酸誘導体であり、R7はメチルで
あり、R8は水素である。かかる製品の例には、Witco社により「Rewoquat(登録商標)」W75
、W90、W75PG及びW75HPGの名称で販売されているクオタニウム-27(CTFA 1997年)及びクオ
タニウム-83(CTFA 1997年)が含まれるが、これらに限定されない。
　式(III):
【０１６５】
【化４】

【０１６６】
[式中、
　R9は、16～30個の炭素原子を含む脂肪族基から選ばれ、
　R10は、水素又は1～4個の炭素原子を含むアルキル基、若しくは(R16a)(R17a)(R18a)N

+(
CH2)3基から選ばれ、
　R11、R12、R13、R14、R16a、R17a及びR18aは、同一であっても異なっていてもよく、水
素、及び1～4個の炭素原子を含むアルキル基から選ばれ、
　X-は、ハロゲン化物イオン、酢酸イオン、リン酸イオン、硝酸イオン、エチル硫酸イオ
ン及びメチル硫酸イオンから選ばれる]
のジ四級アンモニウム塩。
　かかるジ四級アンモニウム塩の例は、FINETEX社のFINQUAT CT-P(クオタニウム-89)又は
FINETEX社のFINQUAT CT(クオタニウム-75)である。また、少なくとも1個のエステル官能
基を含む第四級アンモニウム塩、例えば、以下の式(IV):
【０１６７】

【化５】

【０１６８】
[式中、
　R22は、C1～C6アルキル基並びにC1～C6ヒドロキシアルキル基及びジヒドロキシアルキ
ル基から選ばれ、
　R23は、
以下の基:
【０１６９】
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【化６】

【０１７０】
、直鎖状及び分枝状で飽和及び不飽和のC1～C22炭化水素系基R27、及び水素から選ばれ、
　R25は、以下の基:
【０１７１】

【化７】

【０１７２】
、直鎖状及び分枝状で飽和及び不飽和のC1～C6炭化水素系基R29、及び水素から選ばれ、
　R24、R26及びR28は、同一であっても異なっていてもよく、直鎖状及び分枝状で飽和及
び不飽和のC7～C21炭化水素系基から選ばれ、
　r、s及びtは、同一であっても異なっていてもよく、2～6の範囲の整数から選ばれ、
　r1及びt1の各々は、同一であっても異なっていてもよく、0又は1であり、r2+r1=2r及び
t1+2t=2tであり、
　yは1～10の範囲の整数から選ばれ、
　x及びzは、同一であっても異なっていてもよく、0～10の範囲の整数から選ばれ、
　X-は、有機及び無機の、単純陰イオン及び錯陰イオンから選ばれ、ただしx+y+zの和は1
～15の範囲であり、ただしxが0のとき、R23はR27を示し、ただしzが0のとき、R25はR29を
示す]
のもの。R22は、直鎖状及び分枝状のアルキル基から選ぶことができる。一実施形態では
、R22は、直鎖状アルキル基から選ばれる。別の実施形態では、R22は、メチル基、エチル
基、ヒドロキシエチル基及びジヒドロキシプロピル基、例えば、メチル基及びエチル基か
ら選ばれる。一実施形態では、x+y+zの和は、1～10の範囲である。R23が炭化水素系基R27
であるとき、これは長鎖であって12～22個の炭素原子を含んでいてもよく、又は短鎖であ
って1～3個の炭素原子を含んでいてもよい。R25が炭化水素系基R29であるとき、これは、
例えば1～3個の炭素原子を含んでいてもよい。非限定的な例として、一実施形態では、R2
4、R26及びR28は、同一であっても異なっていてもよく、直鎖状及び分枝状で飽和及び不
飽和のC11～C21炭化水素系基から、例えば、直鎖状及び分枝状で飽和及び不飽和のC11～C

21アルキル基及びアルケニル基から選ばれる。別の実施形態では、x及びzは、同一であっ
ても異なっていてもよく、0又は1である。一実施形態では、yは1に等しい。別の実施形態
では、r、s及びtは、同一であっても異なっていてもよく、2又は3に等しく、例えば2に等
しい。陰イオンX-は、例えば、塩化物イオン、臭化物イオン及びヨウ化物イオン等のハロ
ゲン化物イオン、並びにメチル硫酸イオン等のC1～C4アルキル硫酸イオンから選ぶことが
できる。しかし、メタンスルホン酸イオン、リン酸イオン、硝酸イオン、トシル酸イオン
、有機酸由来の陰イオン、例えば酢酸イオン及び乳酸イオン、並びにエステル官能基を含
むアンモニウムと適合性のある任意の他の陰イオンは、本発明に従って使用することがで
きる陰イオンの、別の非限定的な例である。一実施形態では、陰イオンX-は、塩化物イオ
ン及びメチル硫酸イオンから選ばれる。
【０１７３】
　別の実施形態では、式(IV):
[式中、R22は、メチル基及びエチル基から選ばれ、
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　x及びyは1に等しく、
　zは0又は1に等しく、
　r、s及びtは2に等しく、
　R23は、以下の基:
【０１７４】
【化８】

【０１７５】
、メチル基、エチル基、及びC14～C22炭化水素系基、並びに水素から選ばれ、
　R25は、以下の基:
【０１７６】

【化９】

【０１７７】
及び水素から選ばれ、
　R24、R26及びR28は、同一であっても異なっていてもよく、直鎖状及び分枝状で飽和及
び不飽和のC13～C17炭化水素系基から、例えば、直鎖状及び分枝状で飽和及び不飽和のC1
3～C17アルキル基及びアルケニル基から選ばれる]
のアンモニウム塩を使用することができる。
【０１７８】
　一実施形態では、炭化水素系基は直鎖状である。
【０１７９】
　挙げることができる式(IV)の化合物の非限定的な例には、塩、例えば、ジアシルオキシ
エチル-ジメチルアンモニウムの塩化物及びメチル硫酸塩、ジアシルオキシエチル-ヒドロ
キシエチル-メチルアンモニウムの塩化物及びメチル硫酸塩、モノアシルオキシエチル-ジ
ヒドロキシエチル-メチルアンモニウムの塩化物及びメチル硫酸塩、トリアシルオキシエ
チル-メチルアンモニウムの塩化物及びメチル硫酸塩、モノアシルオキシエチル-ヒドロキ
シエチル-ジメチル-アンモニウムの塩化物及びメチル硫酸塩、並びにこれらの混合物が含
まれる。一実施形態では、アシル基は、14～18個の炭素原子を含んでもよく、例えば、植
物油、例えばパーム油及びヒマワリ油に由来するものでもよい。化合物が数個のアシル基
を含むとき、これらのアシル基は、同一であっても異なっていてもよい。
【０１８０】
　これらの生成物は、例えば、任意選択でオキシアルキレン化したトリエタノールアミン
、トリイソプロパノールアミン、アルキルジエタノールアミン若しくはアルキルジイソプ
ロパノールアミンを、脂肪酸に若しくは植物若しくは動物由来の脂肪酸混合物に直接エス
テル化することによって、又はそれらのメチルエステルをエステル交換することによって
得ることができる。このエステル化の後に、アルキル化剤を使用して四級化してもよく、
該アルキル化剤は、ハロゲン化アルキル、例えば、ハロゲン化メチル及びハロゲン化エチ
ル;硫酸ジアルキル、例えば硫酸ジメチル及び硫酸ジエチル;メタンスルホン酸メチル;パ
ラ-トルエンスルホン酸メチル;グリコールクロロヒドリン;並びにグリセロールクロロヒ
ドリンから選ばれる。
【０１８１】
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　かかる化合物は、例えば、Cognis社によりDehyquart(登録商標)の名称で、Stepan社に
よりStepanquat(登録商標)の名称で、Ceca社によりNoxamium(登録商標)の名称で、Rewo-G
oldschmidt社により「Rewoquat(登録商標)WE 18」の名称で販売されている。
【０１８２】
　本発明による組成物に使用することができるアンモニウム塩の他の非限定的な例には、
米国特許第4,874,554号及び同第4,137,180号に記載されている、少なくとも1個のエステ
ル官能基を含むアンモニウム塩が含まれる。
【０１８３】
　本発明による組成物に使用することができる上記の第四級アンモニウム塩には、これに
限定されないが、式(I)に相当するものが含まれる。例えば、塩化テトラアルキルアンモ
ニウム、例えば、塩化ジアルキルジメチルアンモニウム及び塩化アルキルトリメチルアン
モニウム(ここでアルキル基は約12～22個の炭素原子を含む)、例えば、塩化ベヘニルトリ
メチルアンモニウム、塩化ジステアリルジメチルアンモニウム、塩化セチルトリメチルア
ンモニウム及び塩化ベンジルジメチルステアリルアンモニウム;塩化パルミチルアミドプ
ロピルトリメチルアンモニウム;並びにVan Dyk社により「Ceraphyl(登録商標)70」の名称
で販売されている、塩化ステアルアミドプロピルジメチル(酢酸ミリスチル)アンモニウム
がある。
【０１８４】
　一実施形態によれば、本発明の組成物に使用することができる陽イオン性界面活性剤は
、第四級アンモニウム塩から、例えば、塩化ベヘニルトリメチルアンモニウム、塩化セチ
ルトリメチルアンモニウム、クオタニウム-83、クオタニウム-87、クオタニウム-22、塩
化ベヘニルアミドプロピル-2,3-ジヒドロキシプロピルジメチルアンモニウム、塩化パル
ミチルアミドプロピルトリメチルアンモニウム、及びステアルアミドプロピルジメチルア
ミンから選ばれる。
【０１８５】
(d)非イオン性界面活性剤
　非イオン性界面活性剤は、元来よく知られている化合物である[この点に関して、例え
ば「Handbook of Surfactants」M.R.Porter著、Blackie & Son出版社(グラスゴー及びロ
ンドン)、1991年、116～178頁を参照されたい]。このため、非イオン性界面活性剤は、例
えば、ポリエトキシ化、ポリプロポキシ化又はポリグリセロール化され、例えば8から18
個の炭素原子を含む少なくとも1つの脂肪鎖を有する、アルコール、α-ジオール、アルキ
ルフェノール及び脂肪酸のエステルから選ぶことができ、エチレンオキシド基又はプロピ
レンオキシド基の数は2～50個の範囲とし、グリセロール基の数は2～30個の範囲とするこ
とが可能である。マルトース誘導体も挙げることができる。限定はしないが、次を挙げる
こともできる。エチレンオキシド及び/又はプロピレンオキシドのコポリマー;エチレンオ
キシド及び/又はプロピレンオキシドと脂肪族アルコールとの縮合物;例えば2～30molのエ
チレンオキシドを含むポリエトキシ化脂肪アミド;例えば1～5個の、例えば1.5～4個のグ
リセロール基を含むポリグリセロール化脂肪アミド;2～30molのエチレンオキシドを含む
、ソルビタンのエトキシ化脂肪酸エステル;植物由来のエトキシ化油;スクロースの脂肪酸
エステル;ポリエチレングリコールの脂肪酸エステル;グリセロールの脂肪酸モノエステル
若しくはジエステル;(C6～C24)アルキルポリグリコシド;N-(C6～C24)アルキルグルカミン
誘導体、アミンオキシド、例えば(C10～C14)アルキルアミンオキシド又はN-(C10～C14)ア
シルアミノプロピルモルホリンオキシド;並びにこれらの混合物。
【０１８６】
　非イオン性界面活性剤は、モノオキシアルキレン化又はポリオキシアルキレン化され、
モノグリセロール化又はポリグリセロール化された、非イオン性界面活性剤から好ましく
は選ぶことができる。オキシアルキレン単位は、より特定すると、オキシエチレン単位若
しくはオキシプロピレン単位、又はこれらの組合せ、好ましくはオキシエチレン単位であ
る。
【０１８７】
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　挙げることができるオキシアルキレン化非イオン性界面活性剤の例には、とりわけ単独
で又は混合物として、以下が含まれる。
　オキシアルキレン化(C8～C24)アルキルフェノール、
　飽和又は不飽和の、直鎖状又は分枝状のオキシアルキレン化C8～C30アルコール、
　飽和又は不飽和の、直鎖状又は分枝状のオキシアルキレン化C8～C30アミド、
　飽和又は不飽和の、直鎖状又は分枝状のC8～C30酸とポリエチレングリコールとのエス
テル、
　飽和又は不飽和の、直鎖状又は分枝状のC8～C30酸とソルビトールとのポリオキシアル
キレン化エステル、
　飽和又は不飽和の、オキシアルキレン化植物油、
　エチレンオキシド及び/又はプロピレンオキシドの縮合物。
【０１８８】
　界面活性剤は、1～100の間、好ましくは2～50の間のモル数のエチレンオキシド及び/又
はプロピレンオキシドを含有することができる。有利には、非イオン性界面活性剤は、オ
キシプロピレン単位をいずれも含まない。
【０１８９】
　本発明の好ましい一実施形態によれば、オキシアルキレン化非イオン性界面活性剤は、
オキシエチレン化C8～C30アルコール又はエトキシ化脂肪エステルから選ばれる。
【０１９０】
　挙げることができるエトキシ化脂肪族アルコール(又はC8～C30アルコール)の例には、
以下が含まれる。ラウリルアルコールのエチレンオキシド付加物、特に、9～50個のオキ
シエチレン基を含有するもの、より特定すると、10～12個のオキシエチレン基を含有する
もの(CTFA名ではラウレス-10からラウレス-12);ベヘニルアルコールのエチレンオキシド
付加物、特に、9～50個のオキシエチレン基を含有するもの(CTFA名ではベヘネス-9からベ
ヘネス-50);セテアリルアルコール(セチルアルコールとステアリルアルコールとの混合物
)のエチレンオキシド付加物、特に、10～30個のオキシエチレン基を含有するもの(CTFA名
ではセテアレス-10からセテアレス-30);セチルアルコールのエチレンオキシド付加物、特
に、10～30個のオキシエチレン基を含有するもの(CTFA名ではセテス-10からセテス-30);
ステアリルアルコールのエチレンオキシド付加物、特に、10～30個のオキシエチレン基を
含有するもの(CTFA名ではステアレス-10からステアレス-30);イソステアリルアルコール
のエチレンオキシド付加物、特に、10～50個のオキシエチレン基を含有するもの(CTFA名
ではイソステアレス-10からイソステアレス-50);及びこれらの混合物。
【０１９１】
　挙げることができるエトキシ化脂肪エステルの例には、以下が含まれる。ラウリン酸、
パルミチン酸、ステアリン酸又はベヘニン酸のエステルのエチレンオキシド付加物、及び
これらの混合物、特に、9～50個のオキシエチレン基を含有するもの、例えば、PEG-9～PE
G-50ラウリン酸エステル(CTFA名では:ラウリン酸PEG-9からラウリン酸PEG-50)、PEG-9～P
EG-50パルミチン酸エステル(CTFA名では:パルミチン酸PEG-9からパルミチン酸PEG-50)、P
EG-9～PEG-50ステアリン酸エステル(CTFA名では:ステアリン酸PEG-9からステアリン酸PEG
-50)、PEG-9～PEG-50パルミトステアリン酸エステル、PEG-9～PEG-50ベヘン酸エステル(C
TFA名では:ベヘン酸PEG-9からベヘン酸PEG-50)、及びこれらの混合物。
【０１９２】
　これらの脂肪族アルコール及び脂肪エステルのオキシエチレン化誘導体の混合物を使用
することもできる。
【０１９３】
　本発明の好ましい一実施形態によれば、本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種
のエトキシ化脂肪族アルコールを含む。
【０１９４】
　モノグリセロール化又はポリグリセロール化非イオン性界面活性剤の例として、モノグ
リセロール化又はポリグリセロール化C8～C40アルコールが好ましくは使用される。
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【０１９５】
　特に、モノグリセロール化又はポリグリセロール化C8～C40アルコールは、次式:
RO-[CH2-CH(CH2OH)-O]m-H又はRO-[CH(CH2OH)-CH2O]m-H
[式中、Rは、直鎖状又は分枝状のC8～C40、好ましくはC8～C30アルキル又はアルケニル基
を表し、mは、1～30、好ましくは1～10の範囲の数を表す]
に相当する。
【０１９６】
　本発明に関して好適な化合物の例として、以下を挙げることができる。4molのグリセロ
ールを含有するラウリルアルコール(INCI名:ポリグリセリル-4ラウリルエーテル)、1.5mo
lのグリセロールを含有するラウリルアルコール、4molのグリセロールを含有するオレイ
ルアルコール(INCI名:ポリグリセリル-4オレイルエーテル)、2molのグリセロールを含有
するオレイルアルコール(INCI名:ポリグリセリル-2オレイルエーテル)、2molのグリセロ
ールを含有するセテアリルアルコール、6molのグリセロールを含有するセテアリルアルコ
ール、6molのグリセロールを含有するオレオセチルアルコール、及び6molのグリセロール
を含有するオクタデカノール。
【０１９７】
　アルコールは、mの値が統計値を表すのと同様に、アルコールの混合物を表す場合があ
り、このことは、市販品の中には、幾つかの種のポリグリセロール化脂肪族アルコールが
混合物の形態で共存している場合があることを意味する。
【０１９８】
　モノグリセロール化又はポリグリセロール化アルコールの中で、1molのグリセロールを
含有するC8/C10アルコール、1molのグリセロールを含有するC10/C12アルコール、及び1.5
molのグリセロールを含有するC12アルコールを使用することがより格段に好ましい。
【０１９９】
　好ましくは、非イオン性界面活性剤は、HLBが8～18の非イオン性界面活性剤とすること
ができる。HLBとは、分子中の親水性部分と親油性部分の間の比である。このHLBという用
語は、当業者に周知であり、「The HLB system. A time-saving guide to emulsifier se
lection」(ICI Americas Inc.社発行、1984年)に記載されている。
【０２００】
(7)増粘剤
　本発明による化粧料組成物は、少なくとも1種の増粘剤を含むことができる。
【０２０１】
　本発明によれば、2種以上の増粘剤を組み合わせて使用することができる。このため、
単一の種類の増粘剤、又は異なる種類の増粘剤の組合せを使用することができる。
【０２０２】
　増粘剤は、親水性又は親油性で有機又は無機のポリマー及び非ポリマーから選択される
、レオロジー調整剤とすることができる。好ましくは、増粘剤は有機ポリマーである。
【０２０３】
　レオロジー調整剤は、好ましくは、セルロースポリマー、ガラクトマンナン及びその誘
導体、微生物起源のガム、アクリル酸又はアクリルアミドプロパンスルホン酸架橋ホモポ
リマー、会合性ポリマー、並びにこれらの混合物から選ぶことができる。
【０２０４】
　セルロースポリマーとして、例えば、以下を挙げることができる。ヒドロキシエチルセ
ルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、エチルヒドロキシエチル
セルロース、カルボキシメチルセルロース及び四級化セルロース誘導体。
【０２０５】
　微生物起源のガムとして、キサンタンガム及びスクレログルカンガムを挙げることがで
きる。
【０２０６】
　アクリル酸又はアクリルアミドプロパンスルホン酸架橋ホモポリマーとして、例えば、



(29) JP 2015-506906 A 2015.3.5

10

20

30

40

50

以下を挙げることができる。
　糖系のアリル型アルコールエーテルで架橋されたアクリル酸ホモポリマー、例えば、Go
odrich社によりCARBOPOL 980、981、954、2984及び5984の名称で販売されている製品、及
び3 VSA社によりSYNTHALEN M及びSYNTHALEN Kの名称で販売されている製品、
　架橋アクリルアミドメタンスルホン酸ホモポリマー、架橋アクリルアミドエタンスルホ
ン酸ホモポリマー、架橋アクリルアミドプロパンスルホン酸ホモポリマー、架橋2-アクリ
ルアミド-2-メチルプロパンスルホン酸ホモポリマー、架橋2-メチルアクリルアミド-2-メ
チルプロパンスルホン酸ホモポリマー、及び架橋2-アクリルアミド-n-ブタンスルホン酸
ホモポリマー、特に、架橋され、部分的に又は完全に中和されているポリ-2-アクリルア
ミド-2-メチルプロパンスルホン酸が、例えば独国特許第19625810号において記載され調
製されている。
【０２０７】
　会合性ポリマーとして、その構造中に、少なくとも1つの脂肪鎖及び少なくとも1つの親
水性部分を含む、任意の両親媒性ポリマーを使用することができる。
【０２０８】
　本開示による会合性ポリマーは、陰イオン性、陽イオン性、非イオン性及び両性ポリマ
ーから選ぶことができる。
【０２０９】
　会合性陰イオン性ポリマーの中で、限定はしないが、以下を挙げることができる。少な
くとも1つの親水性単位及び少なくとも1つの脂肪鎖アリルエーテル単位を含むもの、例え
ば、少なくとも1つの親水性単位が、少なくとも1つのエチレン性不飽和の陰イオン性モノ
マー残基(例えば、ビニルカルボン酸の残基、アクリル酸の残基及びメタクリル酸の残基
から選ばれる)を含み、少なくとも1つの脂肪鎖アリルエーテル単位が下記の式:
CH2=C(R')CH2OBnR
[式中、R'はH及びCH3から選ばれ、Bはエチレンオキシ基であり、nは0又は1～100の範囲の
整数であり、Rは、8～30個の炭素原子、例えば10～24個、更に例えば12～18個の炭素原子
を含む、アルキル基、アリールアルキル基、アリール基、アルキルアリール基及びシクロ
アルキル基から選ばれる炭化水素系基から選ばれる]
のモノマーの残基から選ばれるもの。
【０２１０】
　このタイプの陰イオン性両親媒性ポリマーは、例えば文献EP-0216479に記載されており
、同文献に記載されている乳化重合プロセスに従って調製される。
【０２１１】
　限定はしないが、挙げることができる会合性陰イオン性ポリマーには、オレフィン性不
飽和カルボン酸型の少なくとも1つの親水性単位、及び不飽和カルボン酸型の(C10～C30)
アルキルエステルのみの少なくとも1つの疎水性単位を含む、陰イオン性ポリマーが含ま
れる。
【０２１２】
　更なる例には、米国特許第3,915,921号及び同第4,509,949号に記載され、これらに従っ
て調製される陰イオン性ポリマーが含まれる。
【０２１３】
　限定はしないが、挙げることができる陽イオン性会合性ポリマーには、四級化セルロー
ス誘導体、及び少なくとも1個のアミン側基を含むポリアクリレートが含まれる。
【０２１４】
　非イオン性会合性ポリマーは、以下のうち少なくとも1種から選ぶことができる。
　少なくとも1つの脂肪鎖を含む基で修飾されているセルロース、例えば、少なくとも1つ
の脂肪鎖を含む基(アルキル基、例えば、C8～C2アリールアルキル基及びアルキルアリー
ル基等)で修飾されているヒドロキシエチルセルロース、例えば、Aqualon社により販売さ
れているNatrosol Plus Grade 330 CS(C16アルキル)、
　ポリアルキレングリコールアルキルフェニルエーテル基で修飾されているセルロース、
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　グアー、例えば、少なくとも1つの脂肪鎖、例えばアルキル鎖を含む基で修飾されてい
る、ヒドロキシプロピルグアー、
　ビニルピロリドンと脂肪鎖疎水性モノマー残基とのコポリマー、
　C1～C6アルキルメタクリレート及びアクリレートから選ばれる少なくとも1つのモノマ
ー残基と、少なくとも1つの脂肪鎖を含む両親媒性モノマー残基とのコポリマー、
　親水性メタクリレート及びアクリレートから選ばれるモノマー残基と、少なくとも1つ
の脂肪鎖を含む疎水性モノマー残基とのコポリマー、例えばポリエチレングリコールメタ
クリレート/メタクリル酸ラウリルコポリマー、
　会合性ポリウレタン、及び
　これらの混合物。
【０２１５】
　例えば、会合性ポリマーは、会合性ポリウレタンから選ぶことができる。
【０２１６】
　別の例では、会合性ポリウレタンは、通常ポリオキシエチレン性質の親水性ブロックと
、脂肪族配列、脂環式配列及び芳香族配列から選ぶことができる疎水性ブロックとの両方
を鎖の中に含む非イオン性ブロックコポリマーから選ぶことができる。
【０２１７】
　更に、例えば、これらのポリマーは、親水性ブロックとは別に、6～30個の炭素原子を
含む少なくとも2つの炭化水素系親油性鎖を含むことができ、この炭化水素系親油性鎖は
、ペンダント鎖及び親水性ブロックの末端にある鎖から選ぶことができる。更に別の例で
は、ポリマーは、少なくとも1つのペンダント鎖を含んでもよい。別の例では、ポリマー
は親水性ブロックの一末端又は両末端に炭化水素系鎖を含んでもよい。
【０２１８】
　例えば、会合性ポリウレタンは、トリブロック形態又はマルチブロック形態にブロック
化することができる。したがって、疎水性ブロックは鎖の各末端にあってもよいし(例え
ば、親水性中心ブロックを有するトリブロックコポリマー)、鎖の両末端及び鎖の中に配
置されてもよい(例えばマルチブロックコポリマー)。これらのポリマーは、グラフトポリ
マー及び星形ポリマーから選ぶこともできる。
【０２１９】
　別の例では、会合性ポリウレタンは、親水性ブロックが50～1000個のオキシエチレン基
を含むポリオキシエチレン鎖であるトリブロックコポリマーである。一般に、会合性ポリ
ウレタンは、親水性ブロック間にウレタン結合を含み、このことがその名称の由来である
。
【０２２０】
　例として、使用することができる会合性ポリマーの中で、限定はしないが挙げることが
できるのは、Servo Delden社製のポリマーC16-OE120-C16(SER AD FX1100の名称で、ウレ
タン官能基を含み、重量平均分子量が1300である)であり、OEはオキシエチレン単位であ
る。別の例では、使用することができる他の会合性ポリマーは、Rheox社により販売され
ている、尿素官能基を含むRheolate 205、又はRheolate 208若しくは204である。これら
の会合性ポリウレタンは、純粋な形態で販売されている。
【０２２１】
　更に別の例では、Rohm & Haas社製の、水中固体含有量20%で販売されている、C20アル
キル鎖を含み、ウレタン結合を伴う製品DW 1206Bを使用することもできる。
【０２２２】
　更に、例えば、水中又は水性アルコール媒体中のこれらのポリマーの溶液又は分散液を
使用することも可能である。限定はしないが、挙げることができるかかるポリマーの例に
は、Servo Delden社製のSER AD FX1010、SER AD FX1035及びSER AD 1070、Rheox社により
販売されているRheolate 255、Rheolate 278及びRheolate 244が含まれる。Rohm & Haas
社製の製品DW 1206F及びDW 1206J、更にAcrysol RM 184又はAcrysol 44、或いはBorchers
社製のBorchigel LW44を使用することも可能である。
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【０２２３】
　更に別の例として、使用することができるポリマーには、G.Fonnum、J.Bakke及びFk.Ha
nsen著の論文--Colloid Polym. Sci 271号、380～389頁(1993年)に記載されているものが
含まれる。
【０２２４】
　増粘剤は、より好ましくは、セルロースポリマー又は微生物起源のガムから選択するこ
とができる。
【０２２５】
　本発明の一実施形態によれば、増粘剤、好ましくは有機増粘用ポリマーの量は、本発明
による化粧料組成物の総重量に対して、0.05～20重量%、好ましくは0.1～15重量%、より
好ましくは0.5～10重量%の範囲とすることができる。
【０２２６】
(8)着色物質
　本発明による化粧料組成物は、顔料とは異なる少なくとも1種の染色物質を含むことが
できる。このため、単一の種類の染色物質、又は異なる種類の着色物質の組合せを使用す
ることができる。
【０２２７】
　染色物質は酸化染料とすることができる。
【０２２８】
　酸化染料は、酸化ベース、酸化カップラー、及びこれらの酸付加塩から選択することが
できる。
【０２２９】
　酸化ベースは、酸化染色において従来知られているものから、好ましくは、オルト-及
びパラ-フェニレンジアミン、二重塩基、オルト-及びパラ-アミノフェノール、複素環塩
基、並びにこれらの酸付加塩からなる群から選択することができる。
【０２３０】
　パラ-フェニレンジアミンの中でも、より特定すると、以下を挙げることができる。パ
ラ-フェニレンジアミン、パラ-トリレンジアミン、2-クロロ-パラ-フェニレンジアミン、
2,3-ジメチル-パラ-フェニレンジアミン、2,6-ジメチル-パラ-フェニレンジアミン、2,6-
ジエチル-パラ-フェニレンジアミン、2,5-ジメチル-パラ-フェニレンジアミン、N,N-ジメ
チルパラ-フェニレンジアミン、N,N-ジエチル-パラ-フェニレンジアミン、N,N-ジプロピ
ル-パラフェニレンジアミン、4-アミノ-N,N-ジエチル-3-メチルアニリン、N,N-ビス(β-
ヒドロキシエチル)-パラフェニレンジアミン、4-N,N-ビス(β-ヒドロキシエチル)アミノ-
2-メチルアニリン、4-N,N-ビス(β-ヒドロキシエチル)アミノ-2-クロロアニリン、2-β-
ヒドロキシエチル-パラ-フェニレンジアミン、2-フルオロ-パラフェニレンジアミン、2-
イソプロピル-パラ-フェニレンジアミン、N-(β-ヒドロキシプロピル)-パラフェニレンジ
アミン、2-ヒドロキシメチル-パラ-フェニレンジアミン、N,N-ジメチル-3-メチルパラ-フ
ェニレンジアミン、N,N-(エチル-β-ヒドロキシエチル)-パラ-フェニレンジアミン、N-(
β,γ-ジヒドロキシプロピル)-パラ-フェニレンジアミン、N-(4'-アミノフェニル)-パラ-
フェニレンジアミン、N-フェニル-パラ-フェニレンジアミン、2-β-ヒドロキシエチルオ
キシ-パラ-フェニレンジアミン、2-β-アセチルアミノ-エチルオキシ-パラ-フェニレンジ
アミン、N-(β-メトキシエチル)-パラ-フェニレンジアミン、2-メチル-1-N-β-ヒドロキ
シエチル-パラ-フェニレンジアミン、N-(4-アミノフェニル)-3-ヒドロキシ-ピロリジン、
2-[{2-[(4-アミノフェニル)アミノ]エチル}(2-ヒドロキシエチル)アミノ]-エタノール、
及びこれらの酸付加塩。最も格別に好ましいベースは、パラ-フェニレンジアミン、パラ-
トリレンジアミン、2-イソプロピル-パラフェニレンジアミン、2-β-ヒドロキシエチル-
パラ-フェニレンジアミン、2-β-ヒドロキシエチルオキシ-パラ-フェニレンジアミン、2,
6-ジメチル-パラ-フェニレンジアミン、2,6-ジエチル-パラ-フェニレンジアミン、2,3-ジ
メチル-パラ-フェニレンジアミン、N,N-ビス(β-ヒドロキシエチル)-パラ-フェニレンジ
アミン、2-クロロ-パラ-フェニレンジアミン、及びこれらの酸付加塩である。
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【０２３１】
　二重塩基の中でも、次の塩基を列挙することができる。
N,N'-ビス(β-ヒドロキシエチル)-N,N'-ビス(4'-アミノフェニル)-1,3-ジアミノプロパノ
ール、N,N'-ビス(β-ヒドロキシエチル)-N,N'-ビス(4'-アミノフェニル)エチレンジアミ
ン、N,N'-ビス(4-アミノフェニル)-テトラメチレンジアミン、N,N'-ビス(β-ヒドロキシ
エチル)-N,N'-ビス(4-アミノフェニル)テトラメチレンジアミン、N,N'-ビス(4-メチルア
ミノフェニル)テトラメチレンジアミン、N,N'-ビス(エチル)-N,N'-ビス(4'-アミノ-3'-メ
チルフェニル)エチレン-ジアミン、1,8-ビス(2,5-ジアミノフェノキシ)-3,5-ジオキサオ
クタン、及びこれらの酸付加塩。
【０２３２】
　使用することができるパラ-アミノフェノールは、パラ-アミノフェノール、4-アミノ-3
-メチルフェノール、4-アミノ-3-フルオロフェノール、4-アミノ-3-ヒドロキシメチルフ
ェノール、4-アミノ-2-メチルフェノール、4-アミノ-2-ヒドロキシメチルフェノール、4-
アミノ-2-メトキシメチルフェノール、4-アミノ-2-アミノメチルフェノール、4-アミノ-2
-(β-ヒドロキシエチルアミノメチル)フェノール、及びこれらの酸付加塩である。
【０２３３】
　本発明に関して酸化ベースとして使用することができるオルト-アミノフェノールは、2
-アミノフェノール、2-アミノ-1-ヒドロキシ-5-メチルベンゼン、2-アミノ-1-ヒドロキシ
-6-メチルベンゼン、5-アセトアミド-2-アミノフェノール、及びこれらの酸付加塩から特
に選ばれる。
【０２３４】
　本発明に従って染色組成物中に酸化ベースとして使用することができる複素環塩基の中
でも、より特定すると、ピリジン誘導体、ピリミジン誘導体、ピラゾール誘導体、及びこ
れらの酸付加塩を挙げることができる。
【０２３５】
　ピリジン誘導体の中でも、より特定すると、例えば特許GB1,026,978及びGB1,153,196に
記載されている化合物、例えば、2,5-ジアミノピリジン、2-(4-メトキシフェニル)アミノ
-3-アミノピリジン、2,3-ジアミノ-6-メトキシピリジン、2-(β-メトキシエチル)アミノ-
3-アミノ-6-メトキシピリジン、3,4-ジアミノピリジン、及びこれらの酸付加塩を挙げる
ことができる。
【０２３６】
　ピリミジン誘導体の中でも、より特定すると、例えば以下を挙げることができる。特許
DE2359399、JP88-169571及びJP91-10659又は特許出願WO96/15765に記載されている化合物
、例えば、2,4,5,6-テトラアミノピリミジン、4-ヒドロキシ-2,5,6-トリアミノピリミジ
ン、2-ヒドロキシ-4,5,6-トリアミノピリミジン、2,4-ジヒドロキシ-5,6-ジアミノピリミ
ジン、2,5,6-トリアミノ-ピリミジン、及びピラゾロピリミジン誘導体、例えば特許出願F
R-A-2750048に言及されているもの。その中でも、挙げることができるのは以下のもので
ある。ピラゾロ[1,5-a]-ピリミジン-3,7-ジアミン;2,5-ジメチル-ピラゾロ[1,5-a]-ピリ
ミジン-3,7-ジアミン;ピラゾロ[1,5-a]ピリミジン-3,5-ジアミン;2,7-ジメチルピラゾロ[
1,5-a]ピリミジン-3,5-ジアミン;3-アミノピラゾロ[1,5-a]ピリミジン-7-オール;3-アミ
ノ-ピラゾロ[1,5-a]ピリミジン-5-オール;2-(3-アミノ-ピラゾロ-[1,5-a]ピリミジン-7-
イルアミノ)エタノール、2-(7-アミノピラゾロ[1,5-a]ピリミジン-3-イルアミノ)エタノ
ール、2-[(3-アミノ-ピラゾロ[1,5-a]ピリミジン-7-イル)-(2-ヒドロキシ-エチル)アミノ
]-エタノール、2-[(7-アミノピラゾロ[1,5-a]-ピリミジン-3-イル)-(2-ヒドロキシエチル
)アミノ]エタノール、5,6-ジメチルピラゾロ-[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン、2,6-ジ
メチルピラゾロ-[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン、2,5,N7,N7-テトラメチル-ピラゾロ[1
,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン、3-アミノ-5-メチル-7-イミダゾリルプロピル-アミノピ
ラゾロ[1,5-a]-ピリミジン、これらの付加塩、及び、互変異性平衡が存在する場合、その
互変異性型、並びにそれらの酸付加塩。
【０２３７】
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　ピラゾール誘導体の中でも、より特定すると、以下を挙げることができる。特許DE3843
892及びDE4133957並びに特許出願WO94/08969、WO94/08970、FR-A-2733749及びDE19543988
に記載されている化合物、例えば、4,5-ジアミノ-1-メチルピラゾール、3,4-ジアミノピ
ラゾール、4,5-ジアミノ-1-(4'-クロロベンジル)-ピラゾール、4,5-ジアミノ-1,3-ジメチ
ルピラゾール、4,5-ジアミノ-3-メチル-1-フェニルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-メチル-
3-フェニルピラゾール、4-アミノ-1,3-ジメチル-5-ヒドラジノ-ピラゾール、1-ベンジル-
4,5-ジアミノ-3-メチル-ピラゾール、4,5-ジアミノ-3-tert-ブチル-1-メチルピラゾール
、4,5-ジアミノ-1-tertブチル-3-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-(β-ヒドロキシエ
チル)-3-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-(β-ヒドロキシエチル)ピラゾール、4,5-ジ
アミノ-1-エチル-3-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-エチル-3-(4'-メトキシフェニル
)ピラゾール、4,5-ジアミノ-1-エチル-3-ヒドロキシ-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-3
-ヒドロキシメチル-1-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-3-ヒドロキシメチル-1-イソプロ
ピル-ピラゾール、4,5-ジアミノ-3-メチル-1-イソプロピル-ピラゾール、4-アミノ-5-(2'
-アミノエチル)アミノ-1,3-ジメチルピラゾール、3,4,5-トリアミノピラゾール、1-メチ
ル-3,4,5-トリアミノ-ピラゾール、3,5-ジアミノ-1-メチル-4-メチルアミノピラゾール、
3,5-ジアミノ-4-(β-ヒドロキシ-エチル)アミノ-1-メチルピラゾール、及びこれらの酸付
加塩。
【０２３８】
　酸化ベースとして使用することができる複素環塩基の中でも、より特定すると、ジアミ
ノピラゾロピラゾロン、特に2,3-ジアミノ-6,7-ジヒドロ-1H,5H-[ピラゾロ1,2,a]ピラゾ
ール-1-オン(IV)、及びこれらのジアミノピラゾロピラゾロンの酸付加塩を挙げることが
できる。
【０２３９】
　酸化染料は、酸化染色において従来知られているものから、好ましくは、メタ-フェニ
レンジアミン、メタ-アミノフェノール、メタ-ジフェノール、ナフトール、複素環カップ
ラー及びこれらの酸付加塩からなる群から選択することができる酸化カップラーとするこ
とができる。
【０２４０】
　複素環カップラーは、インドール誘導体、インドリン誘導体、セサモール及びその誘導
体、ピリジン誘導体、ピラゾロトリアゾール誘導体、ピラゾロン、インダゾール、ベンゾ
イミダゾール、ベンゾチアゾール、ベンゾオキサゾール、1,3-ベンゾジオキソール、キノ
リン並びにこれらの酸付加塩からなる群から選択することができる。
【０２４１】
　これらのカップラーは、より特定すると、2,4-ジアミノ-1-(β-ヒドロキシエチルオキ
シ)ベンゼン、2-メチル-5-アミノフェノール、5-N-(β-ヒドロキシエチル)アミノ-2-メチ
ルフェノール、3-アミノフェノール、2-クロロ-3-アミノ-6-メチルフェノール、1,3-ジヒ
ドロキシベンゼン、1,3-ジヒドロキシ-2-メチルベンゼン、4-クロロ-1,3-ジヒドロキシベ
ンゼン、2-アミノ-4-(β-ヒドロキシエチルアミノ)-1-メトキシベンゼン、1,3-ジアミノ
ベンゼン、2-メチル-5-ヒドロキシエチルアミノフェノール、4-アミノ-2-ヒドロキシトル
エン、1,3-ビス(2,4-ジアミノフェノキシ)-プロパン、セサモール、1-アミノ-2-メトキシ
-4,5-メチレン-ジオキシベンゼン、α-ナフトール、6-ヒドロキシインドール、4-ヒドロ
キシインドール、4-ヒドロキシ-N-メチルインドール、6-ヒドロキシ-インドリン、2,6-ジ
ヒドロキシ-4-メチルピリジン、1-H-3-メチルピラゾール-5-オン、1-フェニル-3-メチル
ピラゾール-5-オン、2-アミノ-3-ヒドロキシピリジン、3,6-ジメチル-ピラゾロ[3,2-c]-1
,2,4-トリアゾール、2,6-ジメチルピラゾロ[1,5-b]-1,2,4-トリアゾール、及びこれらの
酸付加塩から選ばれる。
【０２４２】
　一般に、酸化ベース及びカップラーの酸付加塩は、塩酸塩、臭化水素酸塩、硫酸塩、酒
石酸塩、乳酸塩及び酢酸塩から特に選ばれる。
【０２４３】
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　本発明による化粧料組成物は、酸化染料を、組成物の総重量に対して、0.0001～20重量
%、好ましくは0.0005～15重量%、より好ましくは0.005～10重量%の量で含むことができる
。
【０２４４】
　着色物質は直接染料とすることができる。
【０２４５】
　直接染料は、イオン性及び非イオン性の化学種、好ましくは陽イオン性又は非イオン性
の化学種から選択することができる。
【０２４６】
　挙げることができる好適な直接染料の例には、次の直接染料が含まれる。単独で又は混
合物としての、アゾ染料、メチン染料、カルボニル染料、アジン染料、ニトロ(ヘテロ)ア
リール染料、トリ(ヘテロ)アリールメタン染料、ポルフィリン染料、フタロシアニン染料
及び天然直接染料。
【０２４７】
　より特定すると、アゾ染料は-N=N-官能基を含み、この官能基の2個の窒素原子は、環に
同時に関与することはない。しかし、-N=N-配列の2個の窒素原子のうち1個が環に関与す
ることは排除されない。
【０２４８】
　メチンファミリーの染料は、より特定すると、>C=C<及び-N=C<から選ばれる少なくとも
1つの配列を含む化合物であり、これらの配列の2個の原子は、環に同時に関与することは
ない。しかし、これらの配列の窒素原子又は炭素原子のうち1個が環に関与する場合があ
ることは指摘される。より特定すると、このファミリーの染料は、メチン、アゾメチン、
モノ-及びジアリールメタン、インドアミン(又はジフェニルアミン)、インドフェノール
、インドアニリン、カルボシアニン、アザカルボシアニン及びその異性体、ジアザカルボ
シアニン及びその異性体、テトラアザカルボシアニン並びにヘミシアニン等のタイプの化
合物から誘導される。
【０２４９】
　カルボニルファミリーの染料に関して、挙げることができる例には以下から選ばれる染
料が含まれる。アクリドン、ベンゾキノン、アントラキノン、ナフトキノン、ベンゾアン
トロン、アントラントロン、ピラントロン、ピラゾールアントロン、ピリミジノアントロ
ン、フラバントロン、インダントロン、フラボン、(イソ)ビオラントロン、イソインドリ
ノン、ベンゾイミダゾロン、イソキノリノン、アントラピリドン、ピラゾロキナゾロン、
ペリノン、キナクリドン、キノフタロン、インジゴイド、チオインジゴ、ナフタルイミド
、アントラピリミジン、ジケトピロロピロール及びクマリン。
【０２５０】
　環式アジンファミリーの染料に関して特に挙げることができるのは、アジン、キサンテ
ン、チオキサンテン、フルオリンジン、アクリジン、(ジ)オキサジン、(ジ)チアジン及び
ピロニンである。
【０２５１】
　ニトロ(ヘテロ)芳香族染料は、より特定すると、ニトロベンゼン又はニトロピリジンの
直接染料である。
【０２５２】
　ポルフィリン又はフタロシアニンタイプの染料に関して、1種又は複数種の金属又は金
属イオン、例えば、アルカリ金属、アルカリ土類金属、亜鉛及びケイ素を場合によって含
む、陽イオン性又は非陽イオン性化合物を使用することが可能である。
【０２５３】
　挙げることができる特に好適な直接染料の例として、ニトロベンゼン染料;アゾ直接染
料;アゾメチン直接染料;メチン直接染料;アザカルボシアニン直接染料、例えばテトラア
ザカルボシアニン(テトラアザペンタメチン);キノン、特に、アントラキノン、ナフトキ
ノン又はベンゾキノン直接染料;アジン;キサンテン;トリアリールメタン;インドアミン;
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インジゴイド;フタロシアニン直接染料、ポルフィリン及び天然の直接染料が、単独で又
はこれらの混合物として含まれる。
【０２５４】
　本発明に従って使用することができる天然直接染料の中でも、ローソン、ジュグロン、
アリザリン、プルプリン、カルミン酸、ケルメス酸、プルプロガリン、プロトカテクアル
デヒド、インジゴ、イサチン、クルクミン、スピヌロシン、アピゲニジン及びオルセイン
を挙げることができる。これらの天然染料を含有する抽出物又は浸出液、特にヘンナを主
原料とするパップ剤又は抽出物を使用することも可能である。
【０２５５】
　直接染料は、存在する場合、より特定すると、組成物の総重量に対して、0.0001～10重
量%、好ましくは0.005～5重量%を占める。
【０２５６】
(9)他の成分
　本発明による化粧料組成物は、色を薄くする又は着色する組成物において他で以前から
知られている有効量の他の作用剤、例えば、種々の一般的な補助剤、EDTA及びエチドロン
酸等の金属イオン封鎖剤、UV遮断剤、(アミン基等での)有機変性シリコーン等の、上述し
たもの以外のシリコーン、防腐剤、ビタミン又はプロビタミン、例えばパンテノール、乳
白剤、香料、植物抽出物、陽イオン性ポリマー等を含むこともできる。
【０２５７】
　本発明による化粧料組成物は、水性媒体を含んでもよい。
【０２５８】
　本発明による化粧料組成物中の水性媒体は水を含む。水の量は、組成物の総重量に対し
て、80重量％未満、好ましくは5重量％～75重量％、より好ましくは10重量％～75重量％
、より一層好ましくは20重量％～70重量％とすることができる。
【０２５９】
　水相は、少なくとも1種の有機溶媒を更に含んでもよい。したがって、有機溶媒は、好
ましくは水混和性である。有機溶媒として、例えば以下を挙げることができる。C1～C4ア
ルカノール、例えばエタノール及びイソプロパノール;ポリオール及びポリオールエーテ
ル、例えば、グリセロール、2-ブトキシエタノール、プロピレングリコール、プロピレン
グリコールのモノメチルエーテル、モノエチルエーテル、及びジエチレングリコールのモ
ノメチルエーテル;並びに芳香族アルコール、例えばベンジルアルコール及びフェノキシ
エタノール;類似の生成物;並びにこれらの混合物。
【０２６０】
　有機水溶性溶媒は、組成物の総重量に対して、1～40重量％、好ましくは1～30重量％、
より好ましくは5～20重量％の範囲の量で存在することができる。
【０２６１】
　本発明による化粧料組成物のpHは、一般に、例えば4～12とすることができる。pHは、6
～12、好ましくは7～11の範囲とすることができ、従来技術において周知の少なくとも1種
の酸性化剤を使用して所望の値に調整してもよい。
【０２６２】
　酸性化剤は、例えば無機酸又は有機酸とすることができ、例えば、塩酸及びオルトリン
酸、カルボン酸、例えば、酒石酸、クエン酸及び乳酸、又はスルホン酸とすることができ
る。
【０２６３】
　本発明による化粧料組成物の粘度は特に限定されない。粘度は、25℃にて、粘度計又は
レオメーターで、好ましくは円錐平板型ジオメトリーで測定することができる。好ましく
は、本発明による化粧料組成物の粘度は、例えば、25℃及び1s-1で1～2000Pa.s、好まし
くは1～1000Pa.sの範囲とすることができる。
【０２６４】
　本発明による組成物は、噴射剤を含むこともできる。本発明の目的では、「噴射剤」と
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いう用語は、20℃の温度及び大気圧でガス状であり、エアロゾル容器中に液状又はガス状
の形態にて圧力下で保管することができる任意の化合物を意味する。
【０２６５】
　噴射剤は、任意選択でハロゲン化した揮発性炭化水素、例えば、n-ブタン、プロパン、
イソブタン、ペンタン又はハロゲン化炭化水素、及びこれらの混合物から選ぶことができ
る。二酸化炭素、亜酸化窒素、ジメチルエーテル(DME)、窒素又は圧縮空気も、噴射剤と
して使用することができる。噴射剤の混合物も使用することができる。ジメチルエーテル
及び/又は非ハロゲン化揮発性炭化水素が好ましくは使用される。
【０２６６】
　噴射剤は、組成物中に、組成物の総重量に対して、1重量%～15重量%の間、好ましくは2
重量%～10重量%の間、より好ましくは3重量%～8重量%の間の含有量で存在することができ
る。
【０２６７】
　本発明による化粧料組成物は、分散相、連続相、水不溶性粒子、水溶性塩及びアルカリ
剤を混合することによって調製することができる。
【０２６８】
　特に、本発明による化粧料組成物は、少なくとも必須成分(3)～(5)を、必要であれば上
記の任意選択の成分、通常は成分(2)及び水と一緒に混合することによって調製すること
ができる。
【０２６９】
　本発明は、上記のとおりの化粧料組成物を、酸化剤の存在下でケラチン繊維に塗布する
工程を含む、毛髪等のケラチン繊維を染色する、又はケラチン繊維の色を薄くする方法に
も関する。
【０２７０】
　酸化剤として、単一の種類の酸化剤、又は異なる種類の酸化剤の組合せを使用すること
ができる。
【０２７１】
　酸化剤は、過酸化水素、過酸化塩(peroxygenated salt)、及び加水分解によって過酸化
水素を生成することができる化合物から選ばれてもよい。例えば、酸化剤は、過酸化水素
水溶液、過酸化尿素、アルカリ金属臭素酸塩及びフェリシアン化物、並びに過ホウ酸塩及
び過硫酸塩等の過酸塩から選ぶことができる。
【０２７２】
　酸化剤は過酸化水素であることが好ましい。
【０２７３】
　酸化剤の濃度は、本発明によるすぐに使用できる化粧料組成物の総重量に対して、0.1
～15重量%、好ましくは0.5～10重量%、より好ましくは1～5重量%の範囲とすることができ
る。
【０２７４】
　一実施形態では、酸化剤が過酸化水素である場合、すぐに使用できる組成物は、少なく
とも1種の過酸化水素安定剤を含んでもよく、これは、例えば、アルカリ金属及びアルカ
リ土類金属のピロリン酸塩、アルカリ金属及びアルカリ土類金属のスズ酸塩、フェナセチ
ン並びに酸とオキシキノリンとの塩、例えば硫酸オキシキノリンから選ばれてもよい。別
の実施形態では、少なくとも1種のピロリン酸塩と任意選択で組み合わせた少なくとも1種
のスズ酸塩が使用される。
【０２７５】
　サリチル酸及びその塩、ピリジンジカルボン酸及びその塩、並びにパラセタモールを使
用することも可能である。
【０２７６】
　更に、過酸化水素安定剤の濃度は、すぐに使用できる組成物の総重量に対して、0.0001
～5重量%、例えば0.01～2重量%の範囲とすることができる。
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【０２７７】
　過酸化水素を含む組成物において、過酸化水素対安定剤の濃度比は、0.05:1～1000:1、
例えば0.1:1～500:1、更に例えば1:1～300:1の範囲とすることができる。
【０２７８】
　好ましい実施形態では、本発明による組成物は、毛髪に塗布する前に、酸化組成物と混
合される。
【０２７９】
　したがって、本発明による方法には、次の工程を含めることができる。
　酸化剤の存在下で、濡れた又は乾いたケラチン繊維に組成物を塗布する工程、
　組成物及び酸化剤を、繊維につけて約1～60分間又は約5～45分間保持する工程、
　繊維をすすぐ工程、及び
　任意選択で、繊維を、シャンプーで洗浄し、再びすすぎ、次いで乾燥する工程。
【０２８０】
　本発明による組成物の塗布は、室温で、又は40～220℃の範囲、好ましくは40～80℃の
範囲の温度を生成することが可能な加温装置を使用して、実施することができる。
【０２８１】
　本発明による化粧料組成物は、少なくとも第1の区画及び第2の区画を含む多区画系又は
キットの中に配合することができ、第1の区画は、少なくとも1種の染色物質(8)を任意選
択で含んでもよい本発明による化粧料組成物を含み、第2の区画は、少なくとも1種の酸化
剤、及び必要であれば他のいずれかの任意選択の成分を含み、各区画を混合することによ
って得られる組成物中の脂肪物質[成分(2)]の量は、組成物の総重量に対して、40重量%以
下、好ましくは25重量%以下とすることができる。
【０２８２】
　多区画系は、上記の組成物を混合及び/又は塗布する手段、例えば弁及びノズルを備え
ていてもよい。
【０２８３】
　本発明による分散液の形態の組成物は、空気、不活性ガス、又はこれらの混合物で起泡
することができる。
【０２８４】
　特に好ましい実施形態によれば、本発明による組成物は、使用直前に生成する一時的な
泡沫の形態を有する。
【０２８５】
　この実施形態によれば、組成物は、泡沫ディスペンサー中に詰めることができる。本組
成物は、加圧された容器から噴射ガスによって分配され、このようにして分配される瞬間
に泡沫を形成する「エアロゾル」と呼ばれる製品でも、分配用ヘッドに接続されたポンプ
機構によって容器から分配される組成物であって、組成物が分配用ヘッド中に通されるこ
とで、遅くとも当該ヘッドの出口開口部で泡沫に転換する組成物でも、いずれでもよい。
【０２８６】
　一実施形態によれば、組成物は、「ポンプボトル」タイプの泡沫ディスペンサーに入っ
ていてもよい。このようなディスペンサーは、組成物を送出するための分配用ヘッドと、
ポンプと、製品を分配する目的で組成物を容器からヘッドの中に移動させるためのプラン
ジャーチューブとを含む。泡沫は、組成物を、多孔性物質を含む材料、例えば、焼結材料
、プラスチック若しくは金属の濾過格子、又は類似の構造体に通過させることにより、形
成される。
【０２８７】
　このようなディスペンサーは当業者に公知であり、以下の特許に記載されている。米国
特許第3,709,437号(Wright)、同第3,937,364号(Wright)、同第4,022,351号(Wright)、同
第4,147,306号(Bennett)、同第4,184,615号(Wright)、同第4,598,862号(Rice)、同第4,61
5,467号(Groganら)及び同第5,364,031号(Taniguchiら)。
【０２８８】
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　この変型形態によれば、酸化剤は、蓋のある第1の容器に詰められ、アルカリ剤及び場
合により着色物質は、第1の容器とは別に第2の容器に詰められ、やはり密閉部材で塞がれ
る。密閉部材はポンプ分配機構とすることができる。この場合、本発明による組成物は、
使用前に、酸化剤を伴う組成物と、着色物質を伴う組成物とを混合することにより形成さ
れる。この目的のために、及び供給する容器の数を制限するために、第1の容器又は第2の
容器のうちの一方は、中の両組成物の全体を受け入れるのに十分な内部体積を有する。そ
うすると、この容器を密閉し、容器を振盪させることにより、組成物の混合物を均質化す
ることができる。容器が分配用ヘッドで直接密閉されることが有利である。この分配用ヘ
ッドはポンプ機構を含み、該ポンプ機構は、混合物を含有する容器の首へのクリック止め
又はねじり止めによる組み付けを意図したリングの中に保持される。このポンプは、混合
物全体を分配するためにプランジャーチューブに接続されたポンプ本体を含む。このポン
プは、ポンプ本体を作動するための押しボタンも含み、これにより、作動する度に、ある
用量の組成物がプランジャーチューブの内部から吸引され、分配用ヘッドの開口部にて泡
沫形態で吐出される。
【０２８９】
　容器は、熱化塑性材料で作製され、押出しブロー成形法又は射出ブロー成形法で作製さ
れることが好ましい。特に、着色物質を伴う組成物を詰めるように意図した容器は、EVOH
を含む割合がゼロでない材料で作製することができる。例えば、ポンプは、REXAM社によ
り販売されている標準的な「F2-L9」モデルである。
【０２９０】
　この好ましい実施形態によれば、本発明の目的は、本発明による組成物を含む非エアロ
ゾル式用具である。
【実施例】
【０２９１】
　本発明を、実施例により、更に詳細に記載するが、これらの実施例は、本発明の範囲を
限定するものと解釈されるべきではない。
【０２９２】
　表1に示す配合の化粧料組成物を、表1に示す成分を混合することによって調製した。表
1に示す成分の量を表す数値は、活性原料として、全て「重量%」に基づくものである。
【０２９３】
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【表１】

【０２９４】
[評価]
　実施例1～3及び比較例1による化粧料組成物について、脱色能力、安定性及び着色能力
を次のように評価した。
【０２９５】
(1)脱色能力
　実施例1、実施例3及び比較例1による化粧料組成物の各々を、6%の過酸化水素を含有す
る市販の顕色剤と、重量比1:1.5(化粧料組成物:顕色剤)で混合し、各混合物を、日本人の
黒色の毛髪束に、重量比3:1(化粧料組成物:毛髪束)にて直ちに塗布した。塗布後の毛髪束
を30分間27℃で放置した。次いで、シャンプーで洗い流し、乾燥した。次いで、毛髪束の
色をMinolta Spectrophotometer 3600-Dで測定した。この値を未処理の黒色の毛髪束と比
較して計算し、ΔE(L*a*b*システムによる未処理の元の毛髪の色と脱色した毛髪の色との
差)を計算した。毛髪の脱色能力の評価には、次の判定基準を使用した。
【０２９６】

【表２】

【０２９７】
　脱色能力の評価の結果を以下に示す。
【０２９８】
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【表３】

【０２９９】
(2)安定性
　実施例3及び比較例1による化粧料組成物の各々6gを、KUKOSAN H-103N 遠心分離機で30
秒間遠心分離した。遠心分離の後、化粧料組成物の上部(化粧料組成物の表面に油があっ
た場合はエマルジョン部)を顕微鏡で観察した。
【０３００】
　顕微鏡で液滴のサイズを見ること、更に、その界面に何らかの粒子が存在するか否かを
見ることにより、目視で安定性をチェックした。液滴のサイズが小さいほど、また液滴が
多く被覆されているほど、化粧料組成物はより不安定である。
【０３０１】
　比較例1による化粧料組成物の液滴の平均サイズの方が、実施例3による化粧料組成物の
液滴の平均サイズより大きいことを観察した。更に、実施例3による化粧料組成物の油滴
は固体状の粒子で被覆されており(顕微鏡観察)、その安定性が向上している。
【０３０２】
(3)着色能力
　実施例2による化粧料組成物を、6%の過酸化水素を含有する市販の顕色剤と、重量比1:1
.5(化粧料組成物:顕色剤)で混合し、この混合物を、日本人の脱色した(淡褐色)毛髪束に
、重量比3:1(化粧料組成物:毛髪束)にて直ちに塗布した。塗布後の毛髪束を30分間27℃で
放置した。次いで、シャンプーで洗い流し、乾燥した。毛髪束の色を、目視観察にてチェ
ックした。
【０３０３】
　実施例2による化粧料組成物で処理した毛髪束は、均一で強く暗い赤褐色に染色された
ことがわかった。
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【国際調査報告】
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